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診療科

■循環器内科

　滋賀医科大学循環器内科は、河北成一初代教授
の下、旧第一内科（循環器・呼吸器）として産声
をあげました。現在は３代目となる堀江 稔教授
の下、講師１名、学内講師２名、助教５名、特任
助教３名、医員７名の医局員が在籍する学内最大
規模の診療科として、救急医療も含めた循環器診
療に365日・24時間体制であたっております。
　過去20年間で医療は目覚ましい進歩をとげてお
りますが、中でも循環器診療は革新的な医療技術
が次々と開発されている分野です。不整脈治療の
分野では、局所麻酔下にカテーテルを用いて不整
脈の起源を焼灼するカテーテルアブレーションが
開発され、これまで薬物による対症療法しか治療
法がなかった疾患が根治できるようになりました。
当科では1994年よりこの医療技術を導入し、初年
度は４例からのスタートでしたが、2013年では
242例まで増加し、国内有数の治療施設となりま
した。また、不整脈突然死を予防する技術として
植え込み型除細動器（指定施設のみ使用可能）が
開発され、当院はいち早く臨床導入し、これら疾
患の治療に貢献しております。一方、虚血性心疾
患治療の分野では、局所麻酔下に胸を切らずにカ
テーテルを用いて冠動脈を治療するカテーテルイ
ンターベンションが開発され、国内導入初期から
当科でも積極的に行われました。以後、冠動脈内
の石灰化を削ることができるロータブレーター
（指定施設のみ使用可能）を県内で最初に臨床導
入し、2004年には再狭窄を強力に予防する薬剤溶
出性ステントが使用可能となったことでカテーテ
ル治療の対象は飛躍的に拡大し、これまで外科的
バイパス治療しか方法がなかった重症患者さんも
カテーテル治療で完治できるようになってきまし
た。当科における狭心症や心筋梗塞に対するカ
テーテル治療数は、10年前の約３倍、５年前の約
２倍に増加しております。また、下肢や腎臓など
全身の血管に対するカテーテル治療数も５年前よ
り急激に増加し、これまで下肢切断を余儀なくさ

れていた患者さんの足を救うことができるように
なりました。
　このように、最近の20年間は当科が最先端の医
療技術をいち早く実際の現場に導入し、現在ある
強い臨床力の基盤を培った期間となりました。今
後も継続的に高度な医療技術を開発・導入し、循
環器医療にますます貢献できるよう日々精進して
いく所存です。 （山本　孝）

■呼吸器内科

　2002年４月、それまでの第一内科が循環器内科
と呼吸器内科に分離し、呼吸器内科がはじまっ
た。当初は、呼吸器内科専門医が不在であったが、
2002年10月に呼吸循環器内科教授に堀江 稔が就
任。2003年２月には中野恭幸が呼吸器内科に着任
し、現在の呼吸器内科がはじまった。当初はスタッ
フ１名であった呼吸器内科であるが、2003年７月
には羽白 高が加入し、スタッフ２名で外来･入院
の診療を行っていた。その後、坂口 才や和田 広
が滋賀医科大学の研修医から、はじめて呼吸器内
科に合流。2005年４月には長尾大志が着任した。
10月には中野恭幸が呼吸器内科長となり、伊藤
まさみが着任した。2008年４月には大澤 真が着
任した。一方、当初よりのスタッフであった羽白 
高が天理よろづ相談所病院に異動した。2009年４
月には呼吸器内科の大学院生としてはじめて博士
号を授与された山田英人が着任した。2010年４月
には小熊哲也、小川惠美子（保健管理センター）
が、同年９月には山口将史が着任した。現在に至
るまで、ここに記載した以外にも多くの医師の出
入りがあった。2014年５月現在、スタッフ４名（中
野、長尾、山口、和田）、特任助教･医員７名、後
期研修医２名、その他スタッフ（保健管理センター、
感染制御部）２名、非常勤医師１名の計16名で診
療を行っている。
　現在、外来診療は毎日行い、2014年４月からは、
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慢性閉塞性肺疾患（COPD）、気管支喘息、間質
性肺疾患に対する専門外来も開設している。外
来患者数は、2002年には1,391名であったものが、
2003年2,938名、2004年5,373名、2005年6,383名、
2006年7,390名、2007年7,947名と順調に増加し、
2013年には9,704名となっている。入院延べ患者
数も2013年8,198名であり、１日平均22.5人となっ
ている。呼吸器内科の定床数は21床であり、ほぼ
常に満床状態である。
　入院患者では、肺癌、肺炎、気管支喘息、慢性
閉塞性肺疾患（COPD）、間質性肺疾患などの疾
患が多い。外来患者では、気管支喘息、慢性閉塞
性肺疾患（COPD）、肺癌、間質性肺疾患などの
疾患が多い。

■消化器内科

　昭和51年（1976年）に細田四郎教授が初代教授
として内科学第二講座を開講され40年を迎えよう
としています。その間、第２代馬場忠雄教授（平
成６年～平成14年、前 滋賀医科大学学長）、第
３代藤山佳秀教授（平成14年～平成26年、現 滋
賀医科大学理事）の下、平成26年３月31日現在
222名の同門が在籍するまでに発展してきました。
2004年に導入された国立大学の法人化や新医師初
期臨床研修制度により大学を取り巻く環境が大き
く変貌するなか、2002年に内科学講座は大講座化
され旧内科学第二講座は内科学講座（消化器・血
液）に改組されました。また、新しく設置された
大学院教授として安藤 朗（平成21年～平成26年）
が、東近江地区の地域医療活性化を目指す総合内
科学講座教授として辻川知之（平成23年～）が就
任しました。
　附属病院では、輸血部（1996年）、無菌治療部
（1997年）、光学医療診療部（2002年）、栄養治療
部（2005年）が設置され新しい部署で同門の先生
方が活躍しています。さらに、病院再開発の一環

として2008年に消化器・血液内科病棟は５階C病
棟から４階C病棟へと移動し、さらに光学診療部
が２階の検査部門から４階B病棟に移設されまし
た。消化器外科病棟も４階D病棟に移動したこと
から、附属病院４階部分が消化器疾患診療の集学
的診療部門として効率的に機能する環境となって
います。同様に、消化器・血液内科と消化器外科
の外来部門も同一ブロックに配置され機能的な運
用が可能となっています。
　専門医の育成は大学病院の重要な使命の一つで
すが、日本消化器病学会、日本消化器内視鏡学会、
日本血液学会、日本感染症学会の指導施設として
各学会から認定を受け、さらに日本肝臓学会、日
本臨床腫瘍学会（がん薬物療法専門医）、日本感
染症学会（感染症専門医、指導医）、日本化学療
法学会（抗菌化学療法指導医）、日本臨床栄養学
会の専門医が育っています。また、炎症性腸疾患
の基礎、臨床研究の推進をめざして、平成17年
（2005年）に栄養治療部・消化器外科等関連診療
科・部と連携して「炎症性腸疾患（IBD）センター」
を創設し、滋賀県のIBD診療の拠点としての役割
を果たすとともにその体制のさらなる充実を図っ
ています。滋賀県HIV/エイズ診療中核拠点病院、
滋賀県肝疾患診療連携拠点病院、滋賀県がん診療
連携拠点病院・滋賀県がん診療高度中核拠点病院
としての機能を担うとともに、平成25年度より感
染症内科を院内標榜しています。
　最後に、平成26年４月に内科学講座（消化器）
第４代教授として安藤 朗が就任し、消化器・血
液内科・感染症内科の教育・診療・研究のさらな
る充実をめざしています。

■血液内科

　血液内科は滋賀医科大学開学時、細田四郎名誉
教授の下、旧内科学第二講座としてスタートしま
した。T字型教育を実践すべくあえて臓器別の専
門を作らず、消化器疾患および血液疾患、免疫異
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常などを中心に全人的に内科全般を診療する医師
の育成に努める一方、専門性を深く極め、最新の
医療を提供することを目指してきました。平成９
年臓器別外来の開始とともに血液内科を標榜、現
在医師20名（うち大学院生４名、２名は海外留学
中）で附属病院での診療や教育、研究、地域病院
での血液疾患の診療にあたっています。日本血液
学会専門医は９名で同指導医３名、日本輸血細胞
治療学会認定医２名で、1989年には京滋で初めて
骨髄移植を開始、主に造血器悪性腫瘍の治療に従
事してきました。2000年以降の患者数は急性白血
病150症例、悪性リンパ腫300症例、多発性骨髄腫
と骨髄異形成症候群が各々100症例、造血幹細胞
移植学会に登録した移植数（1991年から2012年）
は330症例（自家移植132例、同種移植198例）に
なります。平成21年、病院再開発で住み慣れた５
C病棟から４C病棟に移り、血液内科として14床

（後に16床に増床、移植ユニット２床、無菌室３床）
で診療に当たっています。済生会滋賀県病院、公
立甲賀病院、彦根市立病院、長浜赤十字病院に血
液専門医を常勤医として派遣、その他、地域医療
機能推進機構滋賀病院や東近江総合医療センター
でも血液疾患の外来診療に当たっています。
　初代教授の教え通り、決して血液の病気だけを
診るのではなく全人的医療を実践しており、患者
さんやそのご家族との強い絆で病気と闘う姿勢は
今も変わっていません。
　重篤な患者さんが多いこと、またその特殊性か
ら臨床が忙しく、研究体制の確立が遅れてきまし
た。しかし、ようやく若手大学院生を世界のトッ
プクラスの研究施設に送り出すことができ、名実
ともに研究元年を迎えたところです。

（2014年６月）　同門会にて

■糖尿病内分泌内科

　当科はBedside to benchを基本理念に、専門性
の高い医療を実践するとともに、Bedsideで生じ
る臨床的疑問に答えるべく、基礎・臨床の両面か
らの研究に力を注いでいる。本稿では主に臨床に
ついて記載する。
　外来診療に関しては、2003年度の年間外来延べ

患者数は15,373名、2013年は16,981名であり、こ
の10年で1,600名増加した。病診連携により紹介
患者の逆紹介に努めている。外来では、糖尿病合
併症の発症・進展の予防法の確立を目指した経過
観察外来を1996年から行っているが、2011年から
ベッドサイド頚動脈エコー装置と内臓脂肪測定装
置を導入し、より詳細な全身の血管合併症の評価
を行っている。また、チーム医療の充実に力をい
れており、2008年からフットケア外来（昨年受診
者300名）、2012年からは透析予防指導（今年度92
名）を行っている。
　入院患者数は200～245名であり、平均在院日
数は2003年度の19.09日から2013年度は13.69日
に5.4日短縮した。近年、糖尿病患者の増加に伴
い、他科入院患者の糖尿病合併例が増加している。
我々は、他科入院中の糖尿病患者の血糖管理を積
極的に行っている（昨年度実績 455名）。

新規医療技術の臨床応用
　糖尿病臨床において新規医療機器の臨床応用が
行われ、その１つに持続血糖モニター（CGM）
がある。皮下にセンサーを留置し24時間連続して
血糖を測定、点でしかわからなかった血糖変動を
連続した線でとらえることが可能となった。我々
は、先駆けてこの装置を導入し、現在まで約300
名において24時間血糖変動を解析、血糖管理に役
立てている。今後、外来患者への応用を計画して
いる。また、持続皮下インスリン注入療法（CSII）
に用いるインスリンポンプが開発された。皮下に
注入針を留置して24時間持続してインスリンを注
入する血糖管理方法であり、血糖管理困難な１型
糖尿病患者に適応がある。しかし、基礎インスリ
ンの必要量は日内変動するため、CSIIでも血糖管
理が困難な症例が存在した。新しいポンプは注入
量を刻々と自在に変化させることができ、血糖管
理向上に大きく寄与している。我々は、このイン
スリンポンプを積極的に導入し、現在22名に使用
している。このように、血糖管理不良の糖尿病患
者の治療方法の確立をめざした診療を行っている。
　2010年にスリーブ状胃切除術（LSG）がわが国
において先進医療として認可され、当院では消化
器外科を中心として肥満外科治療チームを結成し、
2008年に第１例の手術を行い、2011年１月に先進
医療施設として認可、現在までに31例の手術を行
い、良好な成績を得ている。糖尿病患者17例のう
ち薬物療法が不要で糖尿病治癒と考えられる症例
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は11例あり、治癒率 65%と高率である。我々は、
内科として、症例選択、適応決定、術前術後管理、
長期フォローなど、肥満外科治療に大きく携わっ
ている。2014年４月LSGが保険収載された。今後、
この分野が発展していくものと思われる。

糖尿病診療の関する臨床エビデンスの構築
　日本人２型糖尿病患者を対象とする治療と合
併症の実態把握とその治療に関するデータベー
ス構築などの大規模臨床研究、Japan Diabetes 
Complications Study （JDCS）、Japan Diabetes 
Complication and its Prevention prospective 
Study （JDCP）、合併症を抑制するための介入試験、
Japan Diabetes Optimal Integrated Treatment 
study for 3 major risk factors of cardiovascular 
diseases （J-DOIT3） や Japan Diabetes Clinical 
Data Management Study Group（JDDM）、など
の全国調査や介入試験に積極的に参画している。

■腎臓内科

　1978年に着任された繁田幸男初代第三内科教授
の下、大阪大学第一内科腎研究室から助教授とし
て移動された折田義正先生以下３名の先生方が腎
疾患の臨床を始められました。その後、吉川隆一
先生に引き継がれ第三内科腎臓グループとして腎
疾患全般にわたる臨床と糖尿病性腎症を主とした
研究活動を行う中、2000年には日本腎臓学会学術
総会を主催するなど、日本のみならず世界的にも
認知されるようになりました。腎臓内科が診療科
としてスタートしたのは、内科学講座が７診療科
に再編成された2002年４月です。しかし再編成と
言っても、運営上の大きな変化はなく、現在に至
るまで旧第三内科としての体制で研究・研修医教
育を行っています。研究面では、毎年のように学
会賞を受けるなど高い評価をうけています。その
他、旧第三内科全般に関する経緯は、他稿に譲り
ます。
　腎臓内科の大きな変化としては、社会活動に力
を入れるようになったことがあげられます。軽
度の腎機能低下が将来の心血管合併症を引き起
こすとの考えは、2002年に慢性腎臓病（chronic 
kidney disease）として発表され、広く世界中に
受けいれられるようになりました。わが国ではか
かりつけ医を対象とした「CKD診療ガイド」が
2007年に作成されています。このような事を契機

に、CKDの早期発見・進展抑制に努めることが
我々の重要な使命との考えに至り、腎臓専門医育
成と地域かかりつけ医との交流推進に一層力を注
ぐようになりました。2014年５月現在、滋賀県下
32名の腎専門医のうち当科出身者は26名に、2013
年度の紹介率は94%、逆紹介率が111%と高水準
を保っています。また、2010年からは、一般市民
にもCKDを知ってもらうため、滋賀県、滋賀県
看護協会、滋賀県医師会、滋賀県社会福祉協議会
とともに、市民啓発活動を行っています（写真）。
　腎臓内科は最先端医療機器や再生医療とは離れ
た所にいますので、劇的な診療内容の変化はあり
ません。残念ながら現在の医療レベルでは、失っ
た腎機能を回復させることはできません。重要な
ことはリスク評価と早期対応で腎臓を悪くしない
ことです。院内において腎障害の発症予防・早期
対応を行うため、2009年に私が部長になってから
血液浄化部で腎疾患・電解質コンサルトを積極的
に受け入れてきました。本年度からは、より早く
適切な対応を行うためにコンサルトチームを構成
しましたので、気軽にご相談いただければ幸いで
す。
　これからの高齢化社会では、病気を治すのみで
はなく、病気を防ぐことが重要になります。病院
内で患者さんを診るのみではなく、基礎研究・臨
床研究・社会活動を通じて患者さんを減らす活動
を益々推進したいと考えています。
 （宇津　貴）

■神経内科

　今年度、滋賀医科大学が40周年を迎える記念す
べき年に我が神経内科も大きな節目を迎えました。
附属病院の開設以来35年間神経内科の長としてお
勤めになった安田 斎先生が今春、退官されたの
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です。当初は第三内科の糖尿病性末梢神経障害の
研究グループの色彩が強かった我が科も、専門で
ある末梢神経障害から次第にその守備範囲を拡げ、
今では超急性期の脳血管障害から神経変性疾患ま
で幅広い神経内科領域の疾患を扱う科に変貌を遂
げました。
　ざっと神経内科の歴史を追ってみますと、1978
年滋賀医科大学附属病院の開設とともに安田 斎
先生が赴任され、1982年には旧第三内科にて神経
内科外来開設。1987年には吉川隆一元学長をヘッ
ドとした神経･腎臓グループが独立しています。
1998年にはそれまで第三内科の外来の一角で行っ
ていた外来診療を、新設された脳神経センターで
独立して行うようになりました。そして2002年、
附属病院での診療科再編成を受け、安田 斎先生
が神経内科診療科長に就任され、今に至っていま
す。2001年、2002年の入院台帳を繰ってみますと、
年間の総入院人数も50人に満たず、重症筋無力症
や多発性硬化症の患者さんは数えるほどと、現在
からすると隔世の感があります。2005年頃から年
間の入院患者数が100人を超えるようになり患者
さんもバラエティに富んできます。その後、代々
うけつがれたこの入院台帳は今ではPCに姿を変
えていますが、その間、年間ののべ入院患者もほ
ぼコンスタントに200人を超えるようになり、京
滋の単一施設としては重症筋無力症の難病申請が
１、 ２を争うまでになった事は一重に諸先輩方の
努力の賜物かと思います。
　今後高齢化社会が急速に進行していくわが国に
おいて神経内科の需要がどんどん高まっていくこ
とは間違いありません。前述の脳血管障害は言う
に及ばず、これから爆発的に増えていくと考えら
れている認知症までが神経内科の守備範囲と考え
るとそれだけで神経内科医が診る患者数は莫大な
ものになります。今後これらの疾患の治療、ケア
が急激に在宅へ移行していくであろうことを考え
ると、家庭医や総合内科医とうまく連携を取りな
がら神経内科の専門的な知識も診療にいかせる内
科的素養を基盤に持った神経内科医がこれからの
医療では是非必要となってくるものと思われます。
幸い我々の神経内科は元々第三内科から独立した
科ですので、今でも研修医の諸君にはまず糖尿病
などのcommon diseaseをはじめとして広く内科
疾患の研修をつんでもらい、その後に神経内科領
域の研鑽を更に積んでもらうような研修システム
が出来上がっています。しかし、まだまだ神経内

科を志してくれる若い先生方の数は充分とは言え
ず、県内の主要な基幹病院に安定して医師を派遣
出来る状態とは言えません。新臨床研修医制度が
始まって京都からの医師派遣が減り、医療崩壊が
起こりそうになった東近江地区で、見事に復活し
た東近江総合医療センターには前神経内科診療科
長の前田憲吾先生がまず率先して赴任されました。
今では地域の基幹病院としての役割をしっかり果
たして頂いています。湖北地区や湖西地区にはま
だまだ神経内科の絶対数自体が足りない状況が続
いていますが、東近江地区に続いて県下の基幹病
院の神経内科医は自力でまかなえるだけの神経内
科を今後築き上げていきたいと願っています。
　勿論、安田先生と糖尿病性末梢神経障害という
大きな柱を失った今、独立した新しい神経内科と
してどのような独自の色を出していくかも我々の
今後の大きな課題です。幸いにも今年我々は３人
の新しい研修医を仲間として迎える事ができまし
た。2014年という滋賀医科大学創設40周年にあた
るこの年が新しい神経内科としての始まりの年で
もあったなあ、と神経内科の医局員の一人一人が
振り返れる年になればと願ってやみません。

安田 斎先生退官記念

■腫瘍内科

　腫瘍内科は、2009年10月に附属病院の正規診療
科（近畿厚生局届出）として設置された。附属病
院内規上、内科診療科群を構成する８診療科のひ
とつであり、医学部臨床腫瘍学講座の診療科とし
て腫瘍内科医による、がんに対する最新の標準薬
物療法と緩和ケアを基本に、新しい分子療法を展
開している。例えば、新規の分子診断法に基づい
たがんの個性診断により、薬物療法開始前にその
効果を予測し、最適ながん治療を提供する個別化
（オーダーメイド）医療の開発を推進している。
また、厚生労働省承認の先進医療「樹状細胞及び
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腫瘍抗原ペプチドを用いたがんワクチン療法」や
「がん治療用ペプチドワクチン療法」の医師主導
治験等を通じた滋賀医大の特色あるがん医療を提
供しており、全国の難治がん患者や病院からの先
進的がん医療に関する相談・診療依頼を受け入れ
ている。教育面では、日本臨床腫瘍学会と日本が
ん治療認定医機構の認定研修施設として、また医
学部教育（講義、臨床実習）と文部科学省がんプ
ロフェッショナル養成基盤推進プランでの大学院
教育を通じて、高度がん医療の推進において指導
的立場で活躍する専門医療人の育成を進めている。
また、厚生労働省地域がん診療連携拠点病院なら
びに滋賀県がん診療高度中核拠点病院として、地
域がん医療の均てん化と先進的がん医療の開発の
役割を担っている。以上、腫瘍内科は、設置以来、
がん治療に関わる専門診療科と連携して、がんの
標準治療、高度医療からQOLの維持を含めた希
望の切れ目のない総合的がん医療の推進と人材育
成に取り組んでいる。 （醍醐弥太郎）

■小児科

　現在の小児科スタッフは、小児神経を専門とさ
れる竹内義博教授以下、准教授１、講師３、特任
講師２、助教６、特任助教７、医員６および後期
研修医４名である。
　外来は、午前診に総合外来が１枠ある以外はす
べて予約制の専門外来である。病院開設以来４室
であった診察室は病院再開発で６室に増えた。午
後診察が積極的に行われるようになったこともあ
り、一日平均患者数が平成21年度54人、23年度63
人、25年度72人と年々増加している。
　病棟は、病院再開発で小規模な移転を繰り返し
た後、2009年５月にNICU、GCUが、同年11月に
一般小児科病棟が５Ａにリニューアルした。外科
系小児病室と合わせ、天井、床、壁面などに動物
などの絵が描かれた、にぎやかで楽しい小児病棟
となった。現在はNICU９、GCU12、一般小児31
床（外科系８床を含む）で運用されている。
　診療は大きく小児神経、血液腫瘍、内分泌代
謝、循環器、新生児、腎臓の６つのセクションに
わけられている。島田前教授の時代から当科の主
幹をなす小児神経部門は連日専門外来があり、難
治性てんかんなどのけいれん性疾患を中心に診療
を行っている。また2002年から発達外来を開設
し、発達障害を持つこどもたちの診療も行ってい

る。血液腫瘍部門は、常時10名以上の入院患者を
有し、白血病、脳腫瘍、固形腫瘍を中心に全国レ
ベルの臨床試験に参加するなど集学的治療を行っ
ている。内分泌代謝部門は、低身長、甲状腺機
能低下症、糖尿病、先天性代謝疾患など、CGM、
インスリンポンプや遺伝子検査を自施設でも行い
ながら診療を行っている。循環器部門は、先天性
心疾患を中心に心エコー、心臓カテーテル検査を
中心とした診療を継続しているが、NICUの充実
による胎児診断症例も増加している。新生児部門
は、先に述べたNICU，GCUの充実とともに発展し、
新生児専門のスタッフが24時間、365日常勤して
診療にあたっている。腎臓部門はスタッフ数とと
もにここ数年急速に症例が増えており、難治性ネ
フローゼや血液浄化療法を必要とする疾患など県
内外からの難治性腎疾患診療を行っている。
　月曜と木曜の午後４時から入退院カンファレン
スが行われ、全入院患者の診断、治療方針が討論
されている。木曜の午後５時半からは抄読会、症
例検討会、医局会が行われている。このほか、各
専門グループのカンファレンスも行われている。
　2001年２月に着任された現診療科長の竹内教授
は小児科診療の根幹である「臓器にとらわれず小
児科のすべての分野を診る姿勢」を大事にされ、
大学病院に望まれる専門性の高い小児疾患を中心
としつつも、特定の疾患に偏らない幅広い診療を
することをモットーとされている。
　地域医療への貢献として、滋賀県下17施設を含
む19施設の病院・施設に医局員を派遣しており、
県内病院小児科医の70%が本学関係者である。ま
た、当大学病院が滋賀県唯一の中核病院となって
いるほか、４つの地域小児科センターのうち３つ
は本学関係者で診療が行われている。
　また、毎年夏には小児アレルギーゼミナール、
血液腫瘍サマーキャンプ、糖尿病サマーキャンプ
など市民や患者さん向けへのイベントも主催して
いる。

■精神科

　滋賀県における基幹施設として、先進的医療を
行う唯一の大学附属病院であり、また滋賀県南部
における唯一の有床総合病院精神科として、身体
合併症を伴う精神疾患患者の入院治療、精神科リ
エゾン医療、緩和医療などに積極的に取り組んで
います。
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　精神科外来には一般外来、専門外来を設けてお
り、平成25年度の外来新患患者は821名、外来患
者延数は19,118名です。
　精神科病棟は開放病棟24床、閉鎖病棟19床（個
室９床）の計43床であり、平成25年度の入院は
332名、平均在院日数は30日前後で看護基準は10
対１となっています。
　以下に当診療科の特色を疾患別にあげます。
　気分障害：外来では標準的な薬物療法が行われ
ていて、入院では主に難治性気分障害患者の受け
入れをしています。修正型電気けいれん療法は
年間500件を超えており(対象は気分障害圏が98%)、
大うつ病性障害の寛解維持率は96%、復職率は
93%となっております。他の治療として高照度光
療法、そして今年度より反復性経頭蓋刺激法、光
トポグラフィーを導入する予定です。
　思春期青年期：不登校や非行といった思春期に
出現する行動異常に対する早期介入を行っていて、
薬物療法だけではなく認知行動療法にも力を入れ
ています。平成24年度の思春期青年期外来の不登
校の患者数は38名で、受診後４ヶ月で約半数が、
受診後半年で82.1％が登校出来ています。
　統合失調症：一般的な非定型抗精神病薬を用い
た治療だけでなく、治療抵抗性統合失調症に対し
てクロザピンを行っております。また各種新薬の
治験や、薬物血中濃度測定、遺伝子多型、薬物代
謝認知機能・画像検査、睡眠ポリグラフなどを用
いて病状を多角的に評価した治療を行っています。
　睡眠障害：日本睡眠学会A型認定施設で、終夜
睡眠ポリグラフ検査や睡眠潜時反復検査などを
行っています。また、不眠症に対する認知行動療
法、概日リズム睡眠障害や季節性感情障害への高
照度光療法を行っています。
　認知行動療法（CBT）：パニック障害に対する
CBTと、原発性不眠症に対するCBTを行ってい
ます。また、研修医に向けたCBT研修プログラ
ムがあり、スーパーバイザーの指導のもと病棟入
院患者さんに対してCBTの実践的トレーニング
を積める環境を整えています。
　精神腫瘍学：精神科リエゾンチームや緩和ケア
チームによる精神科的治療介入やがん患者さんへ
の精神的サポートのための緩和ケア外来を開設し
ています。

■皮膚科

　滋賀医科大学附属病院は昭和53年10月１日に開
院しており、診療科としての皮膚科は今年で36年
目を迎えることになる。この36年間で社会の情勢
の移り変わりと共に皮膚科の診療も大きく変化し
た。
　初代教授渡邊昌平教授の時代は、現在の専門医
制度が確立される前後の時期であり、大学は医師
というより研究者の自覚が強い時代であった。皮
膚真菌症が研究テーマだったため、一般診療とし
て行われる培養検査のみでは確定診断が困難であ
る特殊な皮膚真菌症が疑われた症例は当科に紹介
されてくることが多かった。そのような症例は入
院の上、病理検査と病原真菌の詳細な培養検査、
同定によって診断を確定し、適確な治療を行った。
　平成３年に就任された第二代教授上原正巳教授
の時代には、専門医制度が確立しサブスペシャリ
ティが喧伝された時代であった。研究テーマであ
るアトピー性皮膚炎は外来診療が中心であったこ
ともあり、非常に多くの患者が全国から来院した。
重症例に関しては入院加療を行い、症状を改善さ
せると共に増悪因子を検索し、短期間で寛解に導
いた。また、マスコミによるステロイドバッシン
グ等によりアトピー性皮膚炎に関する情報が混乱
する中で、治療や生活指導に関して正しい情報を
記したパンフレットを作成し、多くの患者を啓発
し且つ不適切な治療により重症化したアトピー性
皮膚炎の患者を軽快に導いた。段野貴一郎助教授
の専門分野である尋常性乾癬についても、重症例
は光線治療など特殊治療を行うことができる当院
に紹介され、十分な入院加療により全身の大半が
鱗屑に覆われるような重症例をも改善に導いてき
た。診療収支が現在ほど窮屈ではなかったことも
あり、アトピー性皮膚炎や尋常性乾癬など診療報
酬の低い疾患においても、サブスペシャリティ分
野として十分な時間をかけて治療を行うことがで
きた時代であった。
　第三代教授田中俊宏教授が平成16年に赴任され
た頃は、大学の法人化に併せて採算性が求められ
るようになり、また地域貢献が求められる時代で
あった。そのため高齢化社会を迎え増えつつある
皮膚悪性腫瘍を含めた外科的治療を拡充し、滋賀
県の皮膚悪性腫瘍診療の中心的存在として診療を
行っている。また、皮疹の見極めが重要な役割を
果たす膠原病や、中毒性表皮壊死症などの重症疾
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患、そのほか稀少疾患を含め幅広い診療を行い、
滋賀県の皮膚科診療をよりレベルアップさせてい
る。更に、美容皮膚科としての診療も拡充してお
り、一般のエステサロンとは一線を画した科学的
根拠・エビデンスに基づく美容診療を行っている。
　新臨床研修医制度が導入されて以降、各大学と
も人材の確保が困難になったことから滋賀県全体
の地域医療が皮膚科医の不足をきたす状態となっ
ているため、悪性腫瘍を含めた重症を中心に様々
な疾患が当科に集中しているが、それらを一手に
引き受けて滋賀県の地域医療の要として社会に貢
献している。

■消化器外科

　消化器外科は谷 徹教授、仲 成幸准教授を診療
科長として上部消化管外科、下部消化管外科、肝
胆膵外科の３つのグループに分かれています。

【上部消化管外科】
担当：山本 寛講師、村田 聡講師、山口 剛助教、
貝田佐知子特任助教。
診療内容：食道癌、胃癌、病的肥満症に対する減
量手術などを対象としています。食道癌手術では
栄養管理に重点を置き、低栄養症例に対し術前
TPN、immuno-nutritionを併用しています。胃癌
では、現在約半数の症例に対して腹腔鏡下幽門側
胃切除術および胃全摘術を施行しています。また、
特に進行胃癌においてはその再発形式の約半数を
占める腹膜播種再発を制御することを目的に術中
腹腔内温熱化学療法（HIPEC）を2000年から導
入しています。さらに術後にはS１製剤の内服を
基本とした術後補助化学療法を追加し、画期的な
生存率の向上をもたらしています。その他、肥満
症に対する減量手術は、病的肥満症および糖尿病

を含むメタボリック症候群を劇的かつ長期的に改
善する手段です。当科では2008年より腹腔鏡下袖
状胃切除術を導入し、内分泌代謝内科との連携の
もとに良好な成績をあげています。

【下部消化管外科】
担当：清水智治学内講師、園田寛道助教、太田裕
之助教、北村直美助教、遠藤善裕教授（臨床看護
学講座）、目片英治講師（腫瘍センター）。
診療内容：大腸癌、炎症性腸疾患、腸閉塞、肛門
疾患を対象としています。大腸癌手術件数（再発
症例を含む）は2000年より2013年末までに1,277
例でした。腹腔鏡下手術は2008年より進行癌、
2013年からは直腸癌に対する側方郭清も腹腔鏡下
手術にて施行するようになり、初発大腸癌症例の
約80%を腹腔鏡下手術にて施行するようになって
います。炎症性腸疾患のうち潰瘍性大腸炎の手術
症例は2013年までに74例を経験しています。直腸
癌での永久人工肛門を回避するために1997年より
腹仙骨式直腸切除術を導入し、括約筋温存症例が
増えました。また、2004年より内括約筋切除術＋
結腸肛門吻合術を導入し、ここ数年の直腸癌に対
する括約筋温存手術は約70%です。

【肝胆膵外科】
担当：仲 成幸准教授、塩見尚礼学内講師、赤堀
浩也助教、前平博充医員、生田大二医員、来見良
誠教授（総合外科学講座）。
診療内容：肝臓癌、胆道癌、胆石症、膵癌を対象
としています。年間の手術症例数は肝切除術30例、
胆道癌手術15例、胆嚢摘出術60例（腹腔鏡下50
例）、膵臓癌25例（膵頭十二指腸切除術15例）、そ
の他（外傷等）５例となっています。日本肝胆膵
外科学会高度技能医修練施設に認定されています。
原発性肝癌および転移性肝癌に対しては、画像シ
ミュレーション下に行う肝切除の他、MRIを用い
た画像誘導手術であるMRガイド下マイクロ波凝
固療法を低侵襲手術として行っています。消化器
癌の中でも特に悪性度の高い胆道癌、膵癌は腫瘍
ですが、治癒切除が見込まれる症例に対し、血管
合併切除（門脈、腹腔動脈など）を含む積極的な
切除を行っています。胆嚢摘出術を含め、肝癌お
よび膵癌に対する腹腔鏡下手術も積極的に進めて
います。
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■乳腺・一般外科

　乳腺一般外科は、平成13年に谷 徹教授が旧第
一外科学講座教授に就任された際、附属病院の診
療科として診療を開始しました。初代診療科長は
花澤一芳助教授で、副診療科長は阿部 元講師が
担当しました。平成17年、花澤一芳助教授が日野
記念病院に院長として転出されたため、診療科長
は来見良誠助教授となり、副診療科長は阿部 元
講師が担当しました。平成23年、来見良誠准教授
が総合外科学講座教授に就任されたため、診療科
長は阿部 元講師が、副診療科長は久保田良浩講
師が担当しました。平成25年、阿部 元講師がベ
ルランド総合病院に乳腺センター長として赴任さ
れたため、久保田良浩講師が診療科長を、森 毅
助教が副診療科長を担当し、現在に至っています。
乳腺一般外科では現在、乳腺内分泌外科、小児外科、
形成外科、一般外科の診療を担当しています。乳
腺内分泌外科としては、森 毅助教を中心に、梅
田朋子特任講師、河合由紀医員が主に診療を担当
し、年間約90件の乳腺手術、約10件の甲状腺手術
を行っています。特に乳癌の手術では早くからセ
ンチネルリンパ節生検を導入し、できるだけ乳房
を温存する術式を取り入れ、低侵襲手術を行って
きました。また、平成16年より乳癌患者の会であ
る「はなみずき会」を乳腺一般外科でバックアッ
プしており、定期的に患者さんと交流をはかって
います。小児外科は、平成20年に京都府立医科大
学小児外科から久保田良浩講師が赴任し、本格的
に診療を開始しました。平成25年には京都府立医
科大学小児外科からの派遣で坂井幸子医員が加わ
り、現在２名体制で診療を担当し、年間約120件
の手術に対応しています。形成外科は、平成18年
に京都大学形成外科から張 弘富助教が赴任し診
療を本格的に開始し、主に乳房再建などを行いま
した。平成23年に張 弘富助教が京都第一赤十字
病院乳腺外科に異動となり、現在非常勤講師とし
て診療を担当しておりますが、乳房再建が必要な
症例に対して手術を行っています。一般外科では、
年間約90件の鼠径ヘルニア手術を久保田良浩講師
および森 毅助教を中心に行っています。今後は
腹腔鏡下修復術を取り入れていきたいと考えてい
ます。また現在、急性虫垂炎の手術はほとんどの
症例で腹腔鏡下に行っています。このように今後
は、患者に優しく、安全かつ低侵襲な手術を目指
していきたいと考えています。

■心臓血管外科

　旧第二外科は現在、呼吸器外科と心臓血管外科
の二つの診療科に分かれて活動しております。心
臓血管外科としての動きは、平成11年１月に森 
渥視教授が退官され、その後、渡田正二先生が
診療科長として臨床を進めておりました。そし
て、平成14年１月より浅井 徹教授が就任し現在
に至ります。浅井教授就任後は、まず全国に通用
する強い臨床チームを作り上げることに尽力して
まいりました。心臓血管手術症例数は劇的に増加
し、現在では年間450～500例を行えるまでになり
ました。先進手術として、心拍動下冠動脈バイパ
ス術、僧帽弁形成術、弓部大動脈瘤手術を三本の
柱に、文字通り日本をリードする臨床を展開して
おります。
　診療における大きな流れとして病院再開発によ
る臓器別病棟分配、心臓血管外科専門ICU設置（５
床）、ステントグラフト治療の導入、手術室直接
搬入の確立など多くの部署に多大なる協力をいた
だき満足のいく臨床が展開できるようになりまし
た。また、今年度（平成26年度）はハイブリッド
手術室の工事が進んでおり、新たな進んだ手術治
療の導入に期待を寄せられております。
　浅井教授就任後、三つの関連病院に、我が教室
出身者を主任とする心臓血管外科を新たに開設し
ました。近江草津徳洲会病院、近江八幡医療セン
ター、湖東記念病院にそれぞれ科長、医長として
教室員を派遣し大学病院と比べても遜色ない心臓
血管外科手術を提供できるようになりました。心
臓外科の術者を育てるには多くの時間と労力を必
要としますが、一人前の術者になることができれ
ば、大いに活躍する場が確実に与えられます。
　また、我が教室の構成スタッフには特徴があり
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ます。滋賀医大心臓血管外科教室の名前は全国的
に認識されるようになり、浅井教授を慕って他大
学から新しい教室員が入局してきます。そのため
今では教室員の半数が他大学出身となっておりま
す。琉球大学、弘前大学、島根大学、鳥取大学な
どあらゆる大学から入局者を受け入れ、志の高い
者が集まり強い臨床チームを実現できております。
　開学四十年にあたり、滋賀医科大学附属病院の
臨床実績はまさに成熟期を迎えたといっても過言
ではないと感じております。その中において浅井
が主宰する心臓血管外科教室もその大きな流れに
のり上昇してきたような気がします。滋賀医科大
学がさらなる高みにステップアップする一助にな
れるよう引き続き質の高い臨床に尽力していきた
いと考えております。

■呼吸器外科

　平成６年度以降の約20年間における診療科とし
ての大きな変化は、滋賀・京都の中核病院に多く
の人材を派遣し関連病院を多く得たことです。大
学において豊富な臨床経験と新しい知見を習得し、
開学以来徐々に蓄えてきた力を学外に向け発信し
た時期でありました。東近江総合医療センター、
京都医療センターそして公立甲賀病院など地域の
拠点病院で呼吸器外科を創設し、多数の症例の診
療にあたり地域医療に貢献することが出来るよう
になり、さらに、次の世代を担う若手医師が修練
を積める場所を拡充することが出来ました。当科
では、関連病院とともに近江呼吸器疾患研究会を
主催し、会員の学術的な向上と若手医師や外科を
目指す研修医・学生に対し種々の働きかけが出来
るよう取り組みを行っています。開学40周年をま
た一つの節目とし、大学をはじめ関連病院との連
携を改めて確認することで、臨床・研究・教育の
３本柱のバランスをとりながら一層魅力ある診療

科を目指し、これからも歴史を積み重ねて行ける
よう心を引き締めたいと考えております。
　この20年間の当科の活動状況は以下のとおりで
した。

【臨床】　日本の悪性新生物による死亡原因の第１
位を独走し続けている肺癌に対する診療を中心に、
転移性腫瘍や縦隔腫瘍などの腫瘍性疾患や嚢胞性
肺疾患などが対象となっています。この20年間の
呼吸器外科領域での最大の話題は、胸腔鏡による
鏡視下手術が普及し呼吸器手術の多くを占めるよ
うになったことです。当科でも肺癌に対する胸腔
鏡下肺葉切除術を導入し、現在ではその利点を活
用した完全鏡視下手術を積極的に行っています。
低侵襲を目的とした積極的縮小手術としての肺区
域切除術から、進行肺癌に対する気道・大血管の
再建術を伴った拡大手術や導入化学放射線療法後
の手術療法まで、最前線の治療手段が地域に提供
できるよう、開学以来1,400例を超える肺癌手術
経験の活用、学術集会での知見の習得、そして充
実したカンファレンスを行っております。

【研究】　研究室でも実臨床に還元される研究を目
標に、腫瘍免疫学の基礎的研究から肺癌に対する
活性化リンパ球移入療法・樹状細胞ワクチン療法
を高度先進医療として導入し臨床応用してきまし
た。最近では臨床研究に重点を置き、肺癌術後補
助化学療法の第II相試験、進行肺癌術前導入化学
放射線療法の臨床試験や、胸部CTによる３-D画
像解析を併用した術前後の肺機能評価など臨床の
現場で活用できる様々な研究を開始しており、こ
れらも今後は国内外での学術発表や誌面発表へと
発展させていくつもりです。

【教育】　大学では医学生、初期研修医および後期
研修医や若手呼吸器外科医の指導が責務です。専
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門性の高い指導を行うためには診療科内での専門
医の育成が重要であり、平成６年以降当科では約
10名を超える呼吸器外科専門医、そしてそれを上
回る外科専門医や呼吸器内視鏡専門医を輩出して
きました。

■整形外科

　平成６年（1994年）度から平成25年（2013年）
度までの滋賀医大附属病院整形外科の歩みをまと
めます。
　平成６年度当時は、福田眞輔第二代教授が教室
を主宰され、教室の研究テーマは脊椎およびリウ
マチ性疾患を対象としていました。初代整形外科
教授の故・七川歓次名誉教授は日本のリウマチ学
の草分け的存在で、県内外から多くの患者が来ら
れていました。一方、第二代整形外科教授の福田
眞輔名誉教授は脊椎外科を専門とされていました。
リウマチ性疾患と脊椎疾患のオーバーラップする
関節リウマチの脊椎外科は、リウマチによる骨の
脆弱性がその手術を非常に困難なものにするため、
当時非常にチャレンジングな分野でした。
　滋賀医大附属病院整形外科では平成12年に福田
眞輔第二代教授が退官されるまで数多くの関節リ
ウマチの脊椎外科治療を手がけられました。その
結果は、福田眞輔第二代教授の主催された平成７
年度第84回中部日本整形外科災害外科学会、平成
10年度第26回日本リウマチ・関節外科学会でも大
きく取り上げられ、数多くの海外の脊椎専門誌に
論文として報告されました。
　平成13年３月、京都大学より松末𠮷隆先生が第
三代整形外科教授として赴任されました。
　臨床につきましては、松末教授は骨軟骨柱移植
術を世界で初めて報告され、軟骨移植の分野の大
家であり、当教室の臨床活動はそれまでの脊椎・
リウマチ疾患に対しての活動を温存しつつも、骨・
軟骨移植、関節鏡手術に大きくシフトいたしまし
た。
　附属病院の運営面では整形外科教室が大学およ
び附属病院の運営面で影響を受けたのは、やはり
平成16年度から本格議論化した病院再開発事業で
した。軒並ぶ他の新設医大の病院再開発案に先行
して本学の再開発が認められましたが、その案の
中にリハビリテーション科の設置があったからで
す。
　平成19年９月、念願の新D病棟が新築され、整

形外科は２D病棟に設置されました。それまでの
３C病棟では単科で53床を有していましたが、新
２D病棟は泌尿器科と共有で、しかも病床数は33
床にまで減少しました。そのかわり、平成20年６
月から開設された２C病棟にリハビリテーション
病棟が設置され、整形外科はそこに22床を頂ける
ことになりました。これに先立ち、平成20年４月、
整形外科からの２名の教官（准教授と助教）を中
心とした合計４名の教官からなるリハビリテー
ション科が設置されました。
　附属病院整形外科の総手術件数では平成８年
（1996年）に373件であったのが、平成25年（2013
年）には、ほぼ２倍の723件に増加しました。特
に関節鏡手術、人工関節の手術数が大きく増加し、
平成25年には136件の関節鏡手術、206件の人工
膝・股関節手術、188件の脊椎外科手術が実施され、
近隣の国公立大学附属病院と同等もしくはそれ以
上の手術件数が実施されています。

■脳神経外科

　脳神経外科学講座は1979年４月に開設され、当
初医師は５名だけでしたが、その後卒業生の入局
が毎年のようにあり、1994年時点で医局員数46名
でした。現在は教授１名、准教授１名、講師２名、
助教４名、医員３名、名誉教授２名、他講座の准
教授１名、大学院生１名、さらに他施設の院長、
副院長、部長、センター長、医長、副部長などと
して勤務するもの、他施設で研修中のもの、およ
び、その他の進路を選択し活躍中のものを合わせ
ると、医局員数は総数で70名になりました。脳神
経外科専門医は、開設当初滋賀県には３名しかい
ませんでしたが、現在では滋賀医科大学脳神経外
科の医局員のうち55名が取得しており、滋賀県の
脳神経外科医療に貢献しています。学問において
は1994年までに９名の博士を当科からは輩出して
いましたが、現在は34名とそこから数をさらに増
やし、医局員の約半数が博士を有するに至ってい
ます。
　当科及び当科出身の脳神経外科医師の勤務先は、
県内では長浜赤十字病院、公立甲賀病院、高島市
民病院、草津総合病院、日野記念病院、野洲病院、
湖東記念病院、大津赤十字病院、近江八幡市立総
合医療センター、友仁山崎病院などがあり、県外
では、第二岡本総合病院、田辺中央病院、シミズ
病院、洛西シミズ病院、蘇生会総合病院、静岡県
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立静岡がんセンター、第一東和会病院、小倉記念
病院、天理よろづ相談所病院、大野記念病院、脳
神経リハビリ北大路病院、黒部温泉病院など、多
数にのぼります。
　臨床活動においては、画像診断が進化をと
げ、X線、CT、脳血管撮影、脊髄造影などを
用いた診断から、それを元に、MRI、3D-CTA、
3D-DSAの活用による高度な画像診断が加わり、
撮影装置の技術革新から、この20年間で脳血管
内手術の発展は著しいものとなりました。顕微
鏡を用いた手術も、ICGを用いた蛍光血管撮影、
5-ALAを用いた術中蛍光診断が導入され、最先
端の脳神経外科手術が可能となっており、また術
中の電気生理学的検査や、ナビゲーションシステ
ム、さらに覚醒下手術を組み合わせることで、最
大限の効果を、最小限の侵襲で得られるように
なってきています。また、この20年で神経内視鏡
による手術も発展してきており、以前は開頭で
行っていた脳出血、脳腫瘍の手術が、内視鏡によっ
て短時間で低侵襲に行えるようになりました。最
先端医療の導入により、現在手術件数は年間300
件程度とこの40年でも最も多いレベルを維持して
おり、脳神経外科としてさらなる飛躍を続けてい
ます。

■耳鼻咽喉科

　診療科として耳鼻咽喉科の活動が開始されたの
は、滋賀医科大学附属病院が開院した1978年から
となっている。現在までに36年が経過している。

外来診療
　耳鼻咽喉科の外来診療は、平日月曜日から金曜
日まで毎日行い、新患患者も一般外来として初診
（担当１名）・再診担当医（担当１名）が診療に
あたっている。特殊外来である難聴・めまい外来、
中耳炎外来、音声・甲状腺・頭頸部腫瘍外来は開
院以来存続している。耳鼻咽喉科領域は分野が多
岐にわたっており、時代の変遷とともに細分化し
てきており、当診療科においても、アレルギー外来、
鼻副鼻腔・顔面外傷外来、嗅覚・味覚外来、人工
内耳外来、睡眠呼吸外来といった特殊外来が併設
されることとなった。平成22年、23年にかけて電
子カルテの導入、病院の再開発に伴う外来の新規
改修工事があり、外来診療のシステムに転機が訪
れたが、現在の外来患者数は月平均1,200名程度で、

紹介医との連携に努めている。

入院診療
　開院当初は６B病棟であり、耳鼻咽喉科の病床
数は19床であった。平成20年６月に病院の建て替
え工事が終わり、現在の５C病棟に移転し現在に
至っている。30床が耳鼻咽喉科の病床となってい
る。特定分野に突出することなく地域のニーズに
従い耳鼻科領域のすべての疾患を、隔たりなく診
療できる体制を整えている。入院患者の約７割は、
頭頸部腫瘍の患者が占めている。治療に際し、複
数の医師との連携が必要であり、労力を要するた
め大病院に集約されていることが理由である。

地域医療
　滋賀県を中心に関連病院数は13施設、その内７
病院に常勤医を派遣している。各関連施設での必
要に応じて、手術支援を積極的に行っている。関
連施設や開業診療所と大学の連携を密に行うこと
で、地域医療に寄与している。日本耳鼻咽喉科学
会の滋賀県支部が医局内におかれ、学術講演会を
開催し研修に励んでいる。また、地域のための講
演会、相談会も開催している。そして、種々の国
内、国際学会に積極的に参加し、得られた最新の
知見をもとに、滋賀県の耳鼻咽喉科全般の推進に
貢献できるように努力している。

■母子診療科

　病院再開発に伴う病床制限のため一時的には分
娩数が低下するも、平成12年には197例であった
ものが昨年の平成25年には454例となり、２倍以
上の大幅な増加に至った。この間、平成４年には
滋賀県の妊産婦死亡率が36.4と全国で最も高かっ
たことを受けて、平成６年に外科・麻酔科・小児
科・救急部・ICUの協力のもと、滋賀県下のDIC
症例ならびに関連重症疾患の集学的治療を行うこ
とを目的として、「滋賀医科大学産科DIC救急班」
を開設、さらに、平成14年には対象疾患を心疾患・
腎疾患にも拡大し、産科麻酔や血液維持透析、観
血的循環モニター等を駆使した「高度周産期医療
チーム」を新たに設置した。また、母子の安全な
分娩を目指して、平成18年度１月より地域の医療
機関と緊密に連携しハイリスク分娩の集約化を行
い、さらに相互啓発的な対話を通じ医療機関間の
協力のもと効率的且つ安全な分娩を通じて地域住
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民に貢献することを目的として、滋賀医科大学医
学部附属病院産科オープンシステム（セミオープ
ンシステム）を開設し、県内の多くの先生方に利
用して頂いている。
　このような中、病院診療部門である産科婦人科
は平成18年10月に女性診療科と母子診療科の２科
に細分化され、より産科診療に特化した診療体制
を組み入れることが可能となった。胎児超音波外
来の設置がその代表的な取り組みであり、滋賀県
内の産科医療施設から胎児形態異常を有する妊婦
をご紹介頂き、診断・管理するシステムを導入した。
　平成25年４月には、当院は滋賀県より総合周産
期母子医療センターの認可を受け、MFICUの新
設とともにさらなる周産期医療体制の充実を具現
化した。
　この約20年間は先に述べた分娩数の増加と相関
するように、周産期医療体制のinnovationを実現
してきたが、今後も地域住民の皆様に安心して分
娩して頂けるよう、診療科一丸となって取り組ん
でいく所存である。

■女性診療科

　女性診療科は、婦人科腫瘍、生殖医学、女性ヘ
ルスケア（更年期、ウロギネコロジー）の３グ
ループに分けられています。現在、女性診療科に
は、髙橋健太郎診療科長（地域周産期医療学講
座教授）、木村文則診療科副科長（女性診療科講
師）、樽本祥子助教、中川哲也助教、郭 翔志助教、
脇ノ上史朗助教、天野 創特任助教、高島明子助
教、竹林明枝助教、平田貴美子医員、西村宙起医
員が在籍しております。外来は婦人科外来、妊孕
内分泌外来に分けられており、婦人科外来におい
て婦人科腫瘍および女性ヘルスケアの診療が行わ
れています。また、特殊外来として子宮内膜症外
来、ヒューマンパピローマウイルス（HPV）ワ
クチン外来を開設しています。平成25年には母子
診療科、女性診療科あわせて年間23,572人もの患
者さんに外来受診いただいております。
　平成24年に病棟の改築が完了し拡張されました。
入院可能な患者数の増加とともに処置のための設
備も充実しました。婦人科小手術の処置室が拡張
され、麻酔器や子宮鏡装置が常備されました。ま
た、体外受精胚移植のための採卵室、胚培養室も
新たに設置されました。
　婦人科腫瘍グループへの紹介患者は、年々増加

しています。平成25年には、子宮頸部上皮内癌49
例、子宮頸癌30例、子宮体癌20例、卵巣癌27例を
御紹介いただきました。担当医一人一人が成熟し、
患者の負担を減らすよう入院も手術の直前となる
ことが多くなっていますが、患者の治療は非常に
良好な経過をとっています。また、化学療法も外
来化学療法を施行されていることが多く、患者の
QOLに配慮しつつ十分な効果が得られるよう施
行されています。現在、ダ・ヴィンチによるロボッ
ト手術にも取り組んでおり、良性腫瘍の手術症例
を十分に積んだ後、子宮体癌等の手術療法を行う
予定となっております。女性ヘルスケアグループ
は、外来でのホルモン療法、また、Tension-free 
Vaginal Mesh（TVM） や Tension-free Vaginal 
Tape（TVT）など低侵襲の骨盤臓器脱および尿
失禁手術療法を施行しています。平成25年は、こ
れらの手術が10例の患者に実施されています。生
殖内分泌グループは、妊孕性回復および温存手術
を数多く行っています。ほとんどが腹腔鏡、子
宮鏡、卵管鏡の内視鏡で行われます。平成25年
には、173件の腹腔鏡下手術を施行しました。体
外受精は20年前より取り組み、２段階胚移植法は
滋賀医科大学で開発されましたが、現在も日本全
国で難治性不妊症例に施行されています。平成25
年の体外受精採卵件数は、252件となっています。
年間152人の患者さんに妊娠していただきました
が、これは滋賀医大の歴代最高数となっておりま
す。また、妊孕性温存のためにがん化学療法施行
前の患者さんに対し卵巣凍結保存を開始しました。
本治療は平成25年末時点で全国７施設のみで、近
畿地方の病院では我々のみが行っている治療方法
です。
　このように女性診療科は、構成医師の努力によ
りどの部門においてもそれぞれの専門分野で最新
の治療と質の高い安定した診療を行っています。
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■泌尿器科

　泌尿器科領域における直近20年間の潮流は “低
侵襲” および “QOL（Quality of Life）重視” の治
療と言える。当科では特色ある診療分野として各
種泌尿器癌、小児疾患、排尿障害、女性骨盤底疾
患、尿路結石症、男性不妊症を掲げているが、こ
れらいずれの分野においてもまさに同様の変革を
遂げ、地域医療に貢献してきたと自負している。
　低侵襲手術として特筆すべきものは1990年代か
らの鏡視下手術の導入、そして2013年からのロ
ボット支援手術への発展である。最近では腎腫
瘍（腎細胞癌，腎盂尿管癌）や副腎腫瘍に対す
る手術では腹腔鏡下手術が約90%、前立腺癌では
100%となっている。県内で初めて導入された手
術支援ロボット『da Vinci Si』では精緻な鉗子操
作、立体視による良好な視認性といったロボット
ならではの利点を取り入れた術式開発を行ってい
る。保険適応である前立腺全摘除術はもちろんの
こと、腎部分切除術、腎盂形成術、膀胱全摘除術
および骨盤臓器脱手術にもロボットによる先進的
治療に着手している。小児泌尿器疾患診療は以前
より当科の特色の一つであるが、これにおいても
気膀胱下膀胱尿管逆流防止術などの先進的鏡視下
手術を積極的に取り入れている。また、整容性に
優れた単孔式腹腔鏡下手術も当科の新しい特色で
ある。
　前立腺癌に対するヨウ素125シードを用いた密
封小線源永久挿入療法も欠くことのできない低侵
襲治療である。国内でまだ普及率が低かった2005
年から導入し、現在もなお県内唯一の治療施設で
ある。すでに500例以上の治療を行い、良好な治
療成績をあげている。
　超高齢化社会を迎え、過活動膀胱・前立腺肥大
症などの排尿障害、あるいは女性骨盤臓器脱など
QOLを損なう泌尿器疾患が急増している。それ
に足並みを揃えて数々の新規排尿障害治療薬の登
場、新しい手術手技の考案がなされてきた。当科
でも2010年以降はこれらQOL diseaseへの取り組
みを特に強化してきた。薬物療法においては各種
新薬の位置づけを明らかにする臨床研究を、手術
療法では尿失禁や骨盤臓器脱に対するメッシュ埋
設手術を行い、以前ではやや立ち遅れた感があっ
たこれらの分野も今や当科の特色の一つとなった。
　上記のほかにもHo-YAGレーザー導入による
尿路結石砕石術や前立腺肥大症手術、男性不妊診

療の充実、転移性腎細胞癌に対する分子標的薬治
療、難治性精巣癌・去勢抵抗性前立腺癌・進行尿
路上皮癌に対する種々の化学療法など、この20年
間でさまざまな分野での発展が得られ、地域への
還元ができたものと思われる。これらの努力によ
り当科の診療実績は向上し、手術件数を例に挙げ
れば1994年の約190件から2012年の約500件と２倍
以上の伸びを見せている。今後もさらなる飛躍を
目指し、「地域に生かされて、世界に羽ばたく」
泌尿器科を目指していきたい。

■眼科

　現在、眼科は大路正人教授のもと、講座及び診
療科の講師３名、学内講師２名、助教３名、医員
６名が外来、病棟での診療にあたっている。また
４名の非常勤講師が特殊外来及び一般外来を担当
している。

外来診療
　一般外来は月～金曜日の毎日それぞれ２～４診
の体制で行っている。特殊外来は斜視、眼筋麻痺、
色覚、網膜サージカル、網膜メディカル、眼炎症、緑
内障、ロービジョン、コンタクトレンズがある。初
代の稲富昭太教授の専門の斜視弱視、２代目の可
児一孝教授の専門の神経眼科の分野を踏襲しつつ
大路教授の専門である網膜硝子体の分野が加わる
ことにより診療の厚みも増してより充実したもの
となっている。近年、眼科治療の進歩は目覚しく
検査機器では光干渉断層計の進化により従来検眼
鏡では評価が困難であった黄斑部の詳細な形態の
描出が可能となった。それによって黄斑部疾患に
対する治療の適応が広がり、加齢黄斑変性や黄斑
浮腫に対する硝子体内薬物投与治療が急速に普及
している。今後も新たな検査機器が開発され、硝
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子体薬物投与治療は治療薬の選択及び適応疾患も
増えていくことが考えられる。23年度における大
幅な外来改修ではこれらの外来業務の多様化を踏
まえて診察ブースと検査機器設置スペースを最大
限に確保しつつ硝子体注射専用の処置室を設置し
た。また電子カルテ導入により各診察ブースには
３面以上のモニターを配して診察時に検査画像を
患者に示しながら説明できることで診療のクォリ
ティーも格段に向上した。しかしながら改修に
より診察の効率もよくなってはいるが外来患者
数も最近10年間で60%以上増加しており（25年度、
30,246人）、外来待ち時間の短縮が検討課題である。

病棟診療
　現在、５階D病棟に34床を有し入院患者の診療
にあたっている。手術は火、木、金曜日に行って
おり２部屋の手術室で並列に手術できる体制を
とっている。そのうち１室は天井懸架式の顕微鏡
を備えており眼科専用ルームとして運用されてい
る。白内障手術や硝子体手術は現在主流の小切開
手術を早期より導入している。また顕微鏡や白内
障手術装置、硝子体手術装置は常に最新のものに
更新し常にクォリティーの高い手術を提供してい
る。手術件数は年々増加しており、25年度の実績
は1,456件、平均在院日数は短縮傾向で25年は5.68
日であった。10年前に比べ手術件数は２倍以上に
なり平均在院日数は半分以下となっている。

卒後教育
　新医師臨床研修制度による２年のスーパーロー
テートを終えて入局した新入局員は眼科専門医の
資格を得るため、大学病院で眼科研修を行い検査
や診断技術の習得だけでなくレーザー治療や斜視
手術、白内障手術も習得する。学術においても国内、
海外の学会発表に積極的に取り組んでいる。その
後は関連病院に赴任して更に臨床経験を積み入局
して４年後に眼科専門医試験を受験するというシ
ステムを取っている。

■麻酔科

　平成７年頃の麻酔科は、麻酔科とペインクリ
ニック科にまだ分離せず麻酔科として活動してい
ました。科としてのスタッフは教授、科長を含め
７～８名でした。病院からは手術麻酔件数増加を
長期目標とした活動を期待されましたが、当初数

年はスタッフの異動のみで麻酔科医実数は増加せ
ず、病院の期待に沿えませんでした。麻酔科医を
希望する研修医が少ない時代、特に地方の大学病
院で研修する医師が少ない時代の始まりでした。
大学病院の外科的活動を維持、発展するには、ま
ず麻酔科医の人材確保が必要と考え、人材の登用
に重点を置きました。特に大学、病院に現状をご
理解いただき、非常勤講師（診療）の採用が認め
られ、また出身大学にかかわらず採用できるよう
にして、複数スタッフの採用を実現しました。ま
た各関連病院の病院長にもご理解をいただき、関
連病院に赴任した麻酔科医にも非常勤講師（診療）
として登録し、大学での手術麻酔を手伝っていた
だけるようにしました。このようにして、近隣の
地方大学病院は麻酔科医が確保できず、手術麻酔
の制限があった時期にもかかわらず、当病院の手
術麻酔枠の増大が可能となりました。また、手術
部内に麻酔科専有の術前診察室が設置され、術前
評価担当の専任麻酔科医の定着が可能になりまし
た。このように麻酔業務の効率化が図れ、スタッ
フが大学の教育、研究に定期的に従事する時間が
確保できるようになりました。また、麻酔科特任
助教の新設、男女共同参画推進事業による特任助
教枠の新設、手術部講師枠の新設、集中治療部で
の兼務、助教の時短任用の新設を大学、病院の理
解のもと進めることができました。こうした常勤・
非常勤を問わない人員の増加により、増大する手
術麻酔にも対応できるようになりました。さらに、
時間外の複数の緊急麻酔や新生児麻酔、心臓麻酔
にもスムーズに対応できる体制が整えられました。
2014年４月の麻酔科長交代もスムーズに行われ、
今後のますますの発展が期待されます。関連病院
との麻酔科医の人的往来は地域完結型の手術麻酔
対応に役立つだけでなく、災害時における大学病
院と関連病院との連携による人的派遣を中心とし
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た災害危機管理にも応用できる可能性があります。
このような連携は、ひいては地域医療復活への糸
口になりうるかと思っています。

■ペインクリニック科

　ペインクリニック科は、2007年６月から、より
専門性の高い疼痛治療を行うことを目的に、麻酔
科から分離し、設立された。
　ペインクリニック科は、以下の特色ある医療を
行ってきた。
　１：チーム医療の推進、痛みセンターの構築：
「厚労省の慢性の痛み対策事業」指定研究におい
て、滋賀医大を含めた全国11の拠点大学において
痛みセンターを構築する活動を行ってきた。難治
性疼痛患者に対する学際的カンファレンスを行い、
慢性痛患者の問診票、評価方法を全国で統一化す
る多施設共同研究を行っている。2013年から、厚
労省からの要望を期に、院内措置として「学際的
痛み治療センター」が設置された。
　２：特色ある低侵襲治療の実績、地域拠点病院
としての社会的活動：急性、慢性の痛みに対する
Ｘ線透視下のインターベンショナル治療数、最新
の低侵襲治療であるパルス高周波法（PRF）によ
る治療数は、2007年から国立大学病院では日本一
となった。数多くの講演、総説、論文、教科書執
筆を行っており、2013年には、国際学会で招聘講
演を行い、2014年度にも行う予定である。緩和ケ
アは、緩和ケア外来で、コンサルトに応じており、
痛みに苦しむことのない病院作りを目指しており、
滋賀県のみならず、近畿圏の難治性疼痛の拠点に
もなっている。
　３：教育、研究、医療イノベーション：NPO
法人いたみ医学研究情報センターの中心メンバー
として、ホームページ、年３回の医療者研修会、
市民公開講座等で、一般市民、医師、メディカル
スタッフの教育を行っている。また日本ペインク
リニック学会「インターベンショナル痛み治療ガ
イドライン」作成チームリーダーとしてガイドラ
インを作成し、また「神経障害性疼痛薬物療法ガ
イドライン」も作成した。
　痛みの脳機能画像の臨床研究では、３D-MRIを
利用した形態学的診断法VBMで、滋賀医大が開
発したリサーチソフトを使用し、多施設共同研究
を施行している。MRスペクトロスコピーを用い
た臨床研究と合わせて、痛みの脳機能画像に関し

て、多くの講演、執筆を行っている。脊椎手術後
の慢性痛に対するラッツカテーテルによる治療の
臨床研究を行い、薬事認可を経て、2014年度から
保険診療を可能にした。
　４：国際的な共同研究、グローバルな人材育
成：パルス高周波法に関して、国際共同臨床研究
を行った。日本疼痛学会、日本運動器疼痛学会、
日本慢性疼痛学会、日本ペインクリニック学会の
理事として、国際疼痛学会のKalso会長を通じて、
欧米の学際的痛みセンターと国際関係を構築した。
スタッフ全員が海外の痛みセンターで、短期研修
することで、グローバルな人材養成に取り組んで
いる。
　設立後、本学、他大学を含めて３名が助教とな
り、専門性を高めたいと考える子育て中の女性医
師を中心に６人の非常勤医師を受け入れ、研修を
行った。
　今後は、教育拠点として、人材育成のための痛
み学講座の設置が望まれる。 （福井　聖）

■放射線科

　放射線科は開院以来、単純X線写真、CT、
MRI、核医学検査等の画像診断の大部分に対して
放射線科専門医が画像診断レポートを提供すると
ともに、腹部腫瘍に対する血管塞栓術や腹部血管
に対する拡張術等のIVR治療、ならびに放射線治
療という低侵襲治療を各診療科と連携しながら
行ってきた。この臨床を重視する方針は現在も全
く変わっていない。画像診断では世界標準の画像
診断を確立するために、海外留学を重要視し、こ
れまでにスタッフの大部分が米国での留学を経験
した。急速に進歩するCTやMRIの技術を取り入
れるためには高い能力をもつ装置が必須であり、
森田陸司教授は超高速CTの導入に努力されたが、
後任の村田喜代史教授は最新のMDCT、とくに
320列MDCTや３T-MRIの導入を進めた。これら
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の装置によって高い画質の画像と診断レポートを
診療科に提供してきた。また、附属病院の再開発
事業に合わせて、病院内の医用画像のフィルムレ
ス化を推進し、平成22年からは、PACSシステム
によって、病棟および外来でモニター診断ができ
るようになり、診療の効率化が実現した。さらに、
IT技術の進歩によって、遠隔画像診断も可能に
なり、滋賀県内外の多くの病院とネットワークを
構築し、とくに東近江総合医療センターとの間で
は画像診断サポートによる地域医療連携を推進し
ている。IVRの領域では、診療科からの要望に対
応し、IVR-CTを利用し、種々の画像誘導下生検、
膿瘍ドレナージ、腫瘍塞栓術、血管病変に対する
塞栓やステント留置術を行っている。放射線治療
領域でも技術的進歩は目覚ましく、高機能のリニ
アックを用いたIMRTや定位放射線治療などの高
精度放射線治療によって、外科手術と同等以上の
放射線治療が可能になった。さらに、前立腺癌に
対する密封小線源治療を開始してからは、泌尿器
科との協力体制によって診療を行い、その高い治
療効果もあり全国からの紹介治療患者を受け入れ
ている。
　また、平成25年度末に最新鋭のPET/CTシステ
ムが導入され、高い画質を生かし、放射線治療と
の連携を通じ、がん診療への更なる貢献を期待し
ている。
　現在の診療スタッフ体制は、診断・IVR部門は、
村田喜代史教授、高橋雅士准教授、井藤隆太講師、
新田哲久講師、大田信一講師、北原 均助教、園
田明永助教、永谷幸裕助教、大谷秀司助教、瀬古
安由美特任助教、渡邉尚武特任助教、治療部門が、
河野直明助教、津川拓也助教である。

CT室にて

■歯科口腔外科

　滋賀医科大学医学部附属病院に歯科口腔外科が

創設されたのは1979年（昭和54年）２月16日で、
本年で35年目を迎えました。
　また1983年には日本口腔外科学会の研修機関と
して認定され、2008年には日本顎関節学会の認定
施設となり、そしてさらに2010年には日本口腔診
断学会および日本口腔インプラント学会の認定施
設となりました。
　近年の年間外来患者数は約2,700人で、主に口
腔外科疾患を中心に、顎骨嚢胞、顎骨腫瘍、顎変
形症、悪性腫瘍、骨折、インプラント治療などを
行っています。
　特にインプラント治療では、全国で初の歯科医
師会と大学病院が連携してインプラント治療を行
う「地域連携インプラントシステム」が稼働して
おります。
　これは地域歯科診療所ではインプラント治療が
困難であると考えられた患者についても、地域連
携インプラントシステムによって、インプラント
治療を可能とするシステムです。
　本システムでは、術前から当院と地域歯科医院
とで協力してインプラント治療の治療計画を立案
します。そして、当院で骨増生やフィクスチャー
の埋入など、外科的手術を行い、地域歯科医院で
は上部構造の作成を行うことで、積極的なインプ
ラント治療を可能としており、地域歯科医院から
も患者様からも大変喜ばれております。
　また抜歯や嚢胞摘出など、外来での局所麻酔手
術症例数は年間885例となっています。
　歯科口腔外科の病床数は10床で、年間入院患者
数は、約200人となっております。月曜日（AM）
および金曜日（AM・PM）が全身麻酔手術の予
定日となっており、年間中央手術件数は約220例
となっております。
　当院では全入院患者を対象に2008年より「デン
タルサポートシステム」が稼働しております。デ
ンタルサポートシステムとは、当科が独自に作成
した評価シートを元に、全病棟の医師・看護師が
入院患者の口腔内を評価します。そして、デンタ
ルサポートシステムによる口腔ケアの必要がある
と判断された患者を発見した主治医や看護師が当
科の口腔ケアチームに依頼を出すと、毎週木曜日
に口腔ケアチームが回診し、直接患者の口腔衛生
管理を行うとともに、看護師への各患者に対する
個別の口腔衛生指導を行うものです。
　口腔内の不潔や歯周病は、今後増加すると考え
られている高齢者層における、合併症の一因とし
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て挙げられております。そのため、他科からの要
望も強く、口腔ケアの重要性が認識されるところ
となってきており、非常に重要な役割を担ってい
ると考えられております。
　当院では特に、心臓血管外科、血液内科、呼吸
器内科、耳鼻咽喉科、ICU、神経内科など多数の
科と連携し、口腔内の衛生管理を行っております。
　当院が独自に行ったアンケート調査では、口腔
ケアチームは医師、看護師、患者様から大変喜ば
れる存在となっており、依頼件数も2008年以降
徐々に増加しており、増加率は近年殊に顕著であ
り、本年は昨年の約5.5倍となっております。

■リハビリテーション科

（リハビリテーション科は、リハビリテーション
部とほぼ一体として運営されてきた経緯から、リ
ハビリテーション部にまとめて掲載しています。）

■臨床遺伝相談科

　2003年にゲノムプロジェクトの終焉を迎えると
ともに、2014年の現在に至るまで、更なるゲノ
ムに関する解析、理解は革新、進歩を続けてい
る。医療の世界にもゲノム領域成果の診療応用へ
の機運が高まり続けており、と同時に、社会的に
は遺伝子診療、これに関わるカウンセリング等の
必要性が増えて来た。2000年前後より、ミレニア
ムプロジェクトの進行とともに、全国各地の大学
附属病院にも遺伝子診療担当部門設置の動きが進
んで来ていた。全国遺伝子医療部門連絡会議も丁
度2003年に第１回が開催され、現在に至っている。
本連絡会議は、今年2014年で第12回を迎えるが、
本学の遺伝診療部門は、このような状況に鑑みた
馬場前学長（副学長時代）と岡部前教授が、2003
年始めに本学附属病院検査部内に創設されたのが
始まりである。全国的な創設順位は最終数校に入

り、全国的にも出遅れた状態であったが、前年度
に偶然、遺伝学のjournalに論文を受理されてい
た茶野が当該部分を担当することとなった。創設
時の担当者は１人であり、実際、遺伝学・遺伝子
診療には全くの素人の運営であったので、本学の
みで運用することは不可能と考え、先行設置され、
運営が軌道に乗っていた、京都大学や京都府立医
科大学の当該部門と連携させて頂くことから運営
を始めた。現在も基本の姿勢は同様であるが、各
診療科で一次的に遺伝子診療、カウンセリングに
関する内容を担当して頂き、必要時に補助的に遺
伝相談科、遺伝診療部門が連携診療する形式であ
る。本学のみで対応が難しい場合は、更に上記二
大学に連携協力して頂く運営形式である。
　本学遺伝診療部門は第４回全国遺伝子医療部門
連絡会議（2006年）から全国的な当該診療部門連
携に参加し、本日に至っている。この間、担当の
茶野が2007年に臨床遺伝専門医の資格を取得し、
また、2012年には皮膚科田中教授の尽力により、
各診療科より担当協力医に連携して頂く委員会形
式であるが、臨床遺伝相談科として、更に組織整
備された。2012 - 2013年の臨床遺伝専門医資格
制度の一時的措置も本学や本学関係者に有利に働
き、現在、田中部長の指導のもと、14名の専門医（う
ち１名が指導医）の連携、協力により、運営され
る組織にまで整備された。各診療科が遺伝性疾患
について先進医療、遺伝子診断・治療を行う際や
臨床研究を行う際、其々の科の要請に応じ、連携
協力して、遺伝相談、遺伝子診療を推進する形で、
運営が成されている。
（http://www.shiga-med.ac.jp/hospital/doc/
department/department/clinical_heredity/
index.html） （茶野徳宏）

中央診療部門

■救急・集中治療部

　救急部と集中治療部の一体運営の源は、平成６
年４月メディカルコーディネーションセンターの
学内試行により合同で救急部と集中治療部を運営
することになったことに始まる。当時、救急部長
は旧第一外科小玉正智教授、専任の田畑良宏助教
授、長谷貴將助手、松野修一助手、集中治療部長
は天方義邦麻酔科教授、専任の寺田泰二講師、江
口 豊助手（現部長/教授）で構成されていた。平
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成７年、集中治療部長は野坂修一麻酔科教授とな
り、集中治療部に萬代良一助手、平成８年、藤野
能久が兼務で増員となった。平成９年、集中治療
部講師が江口 豊となり、千野佳秀助手が増員（平
成10年に田中 基に交代）、救急部では助教授が長
谷貴將、助手に堀江 元（平成10年に泉 雅文助手
に交代しその後西村彰一）となった。
　その後も各診療科からの応援体制により、元救
急部長脳神経外科松田昌之教授をはじめ、多くの
先生方に助手/助教あるいは医員としてご尽力を
賜り、さらに、平成10年からは総合診療部（初代
教授三ツ浪健一）とも連携して一次から三次救急
症例に対応してきた。そして、現在までに、応援
していただいた、あるいは現体制を支えていただ
いている先生方（助手/助教以上）を列挙させて
いただきます。仲 成幸、金子 唯（元山口大学救
命救急センター）、高橋 完（現講師）、藤井応理、
五月女隆男、佐々木禎治、星 寿和、松浪 薫、浜
本 徹（現講師（学内）/医局長）、宮尾章士、樽
本祥子、中村宏治、濱谷朋和、田村和也、田畑
貴久（現講師/外来医長）、松村一弘（現准教授）、
藤野和典（現講師（学内））、四方寛子、辻田靖之
（現講師）、大槻秀樹、古川智之、小泉祐介、木
村匡男、早藤清行、布施郁子、山根哲信（現助教）、
松山千穂、青井良太、清水淳次、大内正嗣（現助
教/病棟医長）、松下美季子（現助教）、岸本卓磨（現
助教）、藤井恵美（現特任助教）、北村直美（現助教）。
　臨床では、平成16年10月初代専任部長として江
口 豊が着任してから、時間外外来患者にも初期
対応を開始した。その結果、平成15年度救急車受
け入れ台数は全体で1,854台、その内救急部対応
が827台（45%）から、平成17年度には各々2,817
台と2,009台（71%）に増加した。また、一般病
棟が４床から６床に増え、入院救急患者は、従来
の多臓器不全と薬物中毒に加え、敗血症、不明熱、
ショック、急性肺炎、尿路感染症、意識清明な頭
部外傷、t-PA対象外脳梗塞、手術適応のない血
栓症なども主治医として退院まで管理している。
平成25年度の新患数は255名で救急入院患者延べ
2,012名となった。
　集中治療部は、平成６年より新生児を除くす
べての科の症例に対し専従医のみで365日24時間
一元管理しており、所謂closed ICUの運営形態を
とっている（なお、平成15年から心臓血管外科は
主治医管理）。また、病院再開発に伴い、平成23
年８月より、従来の６床から12床（現在10床で運

用）へ増床となり、それまでの年間入室延べ患者
が2,200～2,300名から平成25年度には3,508名（稼
働率80.1%）に増加した。
　救急・集中治療部では、現在、救急医学会指導
医１名、同救急科専門医５名、集中治療医学会専
門医３名の専従医のみで世界標準治療を超える治
療法を行っている。心肺停止症例に脳低温療法
を施行し、予後良好は7.2%と大津市全体の3.3%
より約2.2倍予後が良好であった。また、死亡率
が約35～50%である重症敗血症/敗血症性ショッ
クに対して28日後死亡率は24%であった。これら
の成果は救急と集中治療の連携によるものであり、
今後もさらに連携を強化して県唯一の特定機能病
院の中央施設としての使命を果たしていく所存で
ある。

■総合診療部

　総合診療部は平成９年４月に設置（省令化）さ
れ、平成10年３月１日に初代教授が着任した。そ
の後、平成10年度には助教授、平成11年度には講
師、平成12年度には助手がそれぞれ１名ずつ着任
し、これらの４人体制を基本として運営された。
　本学の総合診療部は、包括医療部門（総合外来・
継続看護室）・地域医療情報部門・集学的医療部
門から構成された。
　包括医療部門総合外来は患者本位の医療を推進
するところであり、かぜなどの急性軽症患者、軽
症の糖尿病・高血圧・高脂血症などの通常の慢性
疾患患者、心理・社会的要因が重要な患者、多疾
患を持つ患者を診療するとともに、受診科不明の
診断困難例を積極的に診療し、必要に応じて臓器
別専門外来へ橋渡しを行った。全人的医療の推進
のためには心療内科や漢方医学的なアプローチも
重要であるため、平成15年10月からは心療内科専
門外来、平成18年10月からは漢方外来を総合診療
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部外来の中に設置して、多数の患者の需要に応じ
た。漢方外来の継続実施は、母子・女性診療科と
泌尿器科医師の多大な協力により可能となった。
　包括医療部門継続看護室および地域医療情報部
門は、地域医療機関との連携を密接にしようとす
るところで、平成14年４月からは地域医療連携室、
平成16年４月からは地域医療連携部、さらに平成
20年７月からは患者支援センターとしてそれらの
機能を発揮した。
　集学的医療部門は単独診療科だけでは実行不可
能な総合的な診療を提供するところで、具体的に
は、救急・集中治療部と密接に協力して時間外の
地域医療に対応した。

■光学医療診療部

　光学医療診療部は開院当初からの検査部内視鏡
室を前身とし、平成14年４月１日に中央診療部門
の一つとして設置されました。設置時より消化器
内科の科長である藤山佳秀教授が部長を兼任し、
平成26年４月からは安藤 朗教授が部長を兼任す
る形で引き継いでおります。
　光学医療診療部は、専任の准教授（平成26年５
月現在空席）と特任助教１名、看護師長１名、看
護師５名で消化器内科、呼吸器内科・外科医師に
よる内視鏡検査・治療業務を担っております。内
視鏡件数は上部消化管の診断・治療は年間約4,000
～4,300例、下部消化管は約2,000～2,400例、小
腸内視鏡検査は約160例、カプセル内視鏡検査約
60例、胆道系約150例、呼吸器系約200例であり、
年間約7,000例の診断・治療を行っています。また、
早期食道癌・早期胃癌に対する内視鏡的粘膜下層
剥離術は年間約100例以上を数えています。最近
になって先進医療から保険適応となった早期大腸

癌に対する内視鏡粘膜下層剥離術も年間50例以上
の施行実績を積み重ねています。
　当院の光学医療診療部の特色として、大きく二
つの柱を軸としております。一つは小腸検査、二
つ目は早期癌の内視鏡治療です。
　まず、小腸検査ですが、当院ではシングルバルー
ン小腸内視鏡の開発当初から携わっており、全国
に先駆けて小腸の内視鏡診断・治療を開始してお
ります。さらに当院消化器内科の特色でもある炎
症性腸疾患診療との関連でクローン病患者に対す
るシングルバルーン小腸内視鏡を用いた診断、内
視鏡的バルーン拡張術による小腸狭窄の内視鏡治
療を積極的に行って参りました。また、近隣施設
では導入が少ないカプセル内視鏡を早期から導入
しており、小腸病変の精査が必要な紹介患者の受
け入れを積極的に行っております。
　次に、早期癌の内視鏡治療では、胃癌、食道癌
に続き、大腸癌の内視鏡治療を積極的に施行して
おります。特に早期胃癌の内視鏡治療施行件数は
2011年の病院ランキングにおいて30位であり、近
畿圏ではトップクラスの内視鏡治療件数を維持し
ております。
　今後は大学病院という特性もあり、より先進的
な内視鏡検査・治療を積極的に導入し、低侵襲か
つ安全に施行することを心がけて参ります。そし
て地域の医療機関や中核病院からの内視鏡治療な
どのニーズに対応できるようにさらに研鑽を積ん
でいきたいと考えております。

■血液浄化部

　1978年に初代泌尿器科教授として着任された友
吉唯夫先生が透析部を開設されてから、36年が経
ちました。開設当時の透析患者数は全国で３万人
足らず、現在の10%に満たない数です。技術も未
完成で、循環動態が安定しない患者さんや糖尿病
患者さんは透析が困難でした。第一外科、第三内
科、泌尿器科が、それぞれ月、水、金を担当し、
各曜日に医師１名、看護師１名、臨床工学士１名
の計３名、４床のベッドで透析を行っていたため、
透析室は安定した入院患者さん、それ以外は旧第
三内科腎臓グループがICUや病棟個室で対応する
ことになっていました。この体制がその後しばら
く続いていましたが、急激な透析患者数増加に伴
い、あらゆる診療科での入院加療の必要性が増し
たため2005年に透析ベッドを６床へ増床し、第三
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内科バックアップ下で透析部専属の常勤医師が患
者管理を行うようになりました。看護師、臨床工
学士の増員もあり何とか運営していましたが、重
症例の対応はできませんでした。ベッドが足りな
いため入院を断ることもありました。そのような
折、病院再開発が始まり、透析部の将来像を考え
る機会を得ました。最も優先したのは ｢患者受け
入れを断らない｣ ことと「あらゆる血液浄化を行
う」ことでした。その意思を表示するため、2008
年６月に「透析部」から「血液浄化部」に名称変
更しました。また、再開発においては　１）でき
るだけの増床、２）ベッドによる患者移動が可能
なベッド間確保、３）１ヶ所から全ての患者が見
渡せる配置、４）全ての患者が人工呼吸器管理下
に透析を行えるように配管、を行い2009年９月か
ら10床としました。しかし、名称変更とハード面
の改革だけでは医療レベルを上げることはできま
せん。マンパワーの充実が必要になります。血液
浄化は、医師・看護師・臨床工学士の三つの職種
の協力体制が必要です。再開発に前後して看護師
長が新たに配属されたこと、臨床工学部に現場責
任者である技師長が生まれたことは、職種間の協
力体制とマンパワーの充実に大きく寄与していま
す。現在、上記のような体制下で入院下の血液透
析のみではなく、血漿交換、血液吸着、白血球・
顆粒球除去、腹水濾過濃縮再静注、腹膜透析と血
液透析の併用療法など、あらゆる血液浄化を、入
院患者を中心として、症例に応じて外来患者にも
対応しています。人工呼吸器管理下の患者さんが
複数透析を受けている場面もよく目にします。
　開設当時あるいは20年前を振り返ってみると、
まさに隔世の感がありますが、まだまだ改善の余
地は残っています。今後ますます増加し重症化す
るであろう透析患者さんや院内発症の急性腎障害
に十二分の対応ができるよう、次の10年、20年へ
の道筋を考えていきたいと思っています。
　最後になりましたが、部長を歴任されました、

友吉唯夫先生、吉川隆一先生、岡田裕作先生、再
開発にあたりスペースを分けていただいた看護部
の皆様にこの場をお借りいたしまして感謝申し上
げます。 （宇津　貴）

■分娩部

　分娩部は、現在母子診療科に属し、分娩生児数は、
1994年は239件でしたが、分娩施設の増加などで
2000年には207件、2001年には232件でした。新病
棟になったことや、NICUの充実により、分娩生
児数は、2009年303件、2013年には499件となり、
分娩件数は著しく増加しました。この大きな変革
は、時代と共に大きく３点あると考えています。
　第１点は、名称の変更です。分娩部は、産婦人
科の一部門として診療を行っていました。その後、
2007年に産婦人科から母子診療科、女性診療科と
して名称変更とより専門分野に根ざした診療科と
して生まれ変わり、現在分娩部は、母子診療科の
一部となっています。
　第２点は、2010年院内助産所の設置です。昨今、
周産期を取り巻く環境は大きく変化し、妊娠・出
産に伴うリスクは様々であり、ハイリスクは急増
しています。その中で、リスクの高い妊娠・出産
を支援するためには、産科医と助産師、看護師が
協働して安心・安全で快適なケアを受けられる体
制を整備することが重要であると考えられます。
そこで、ハイリスクの分娩を医師の主体で行い、
ローリスクの妊娠・分娩を助産師が行うという院
内助産システムを設置しました。現在も、そのシ
ステムに則り医師と助産師の協働で妊娠褥婦の治
療やケアにあたっています。
　第３点は、MFICUの設置です。MFICUとは、
総合周産期特定集中治療室のことであり、2014年
に開設に至りました。ハイリスク分娩を多く扱い、
より専門的な治療やケアを提供できるように日々
精進しています。

■無菌治療部

　無菌治療部は平成９年、中央診療部門として設
立されました。骨髄移植は1970年代、アメリカの
Thomasらにより確立され、日本でも70年代後半
には金沢、大阪、名古屋で開始されました。当院
では1989年血液内科（旧第二内科学講座）で初め
て再生不良性貧血症例の血縁者間骨髄移植が行わ
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れて以来、血液内科、小児科で造血器悪性腫瘍や
骨髄不全などに対して骨髄移植や末梢血幹細胞移
植が、また、他の診療科においても固形癌治療の
一環として自家末梢血幹細胞移植が施行されてき
ました。これら移植に際しては、細胞処理が必要
な場合があること、分離、凍結、保存をする場合
があること、移植に当たってはチーム医療が不可
欠なことから、中央診療部としての無菌治療部が
組織されました。当初、旧５C病棟に１床、小児
科に１床のみの無菌ユニットを各々で管理してい
ましたが、1996年現在のICU拡張部分に新たに中
央管理の無菌室ユニット２床、準無菌室１床を新
設されました。その後、ICUの拡張および病院再
開発に伴い、旧５C病棟を経て現在４C病棟と小
児科に無菌治療室を再設置、旧４B病棟に細胞処
理を行うセルプロセッシングセンターを新設。先
端医療を推進していく中で細胞プロセッシングの
整備は必要不可欠であり、GMPの規制レベルの
細胞操作が行える体制を整えています。

　無菌治療部での造血幹細胞移植数の年次的推移

■腫瘍センター

　腫瘍センターは、2007年４月に附属病院の診療・
教育支援部門として設置され、2011年８月に各種
のがん診療・連携部を統合した中央診療部門とし
て新たなスタートを切った。当センターは、がん
医療を包括的に支える７部門（化学療法、緩和ケ
ア、がん登録、がん相談支援、診療連携、教育・
研修、先進医療推進の各部門）で構成され、関係
する４委員会・１チーム（腫瘍センター会議、化
学療法プロトコール審査委員会、化学療法委員会、
緩和ケア委員会、緩和ケアチーム）とともに、本
学のがん診療・教育・研究を分野横断的に連携さ
せ、県内外の医療機関と協力して、がんと診断さ
れたときから切れ目なく続く質の高いがん医療の
推進をめざしている。また、附属病院と地域のが
ん医療を活性化し、高度がん医療の推進と均てん

化を進める組織として活動しており、社会の要請
であるがん専門医療人の育成と先進的ながん医療
の普及に貢献できる基盤を構築している。例えば、
化学療法部門では、外来化学療法室における薬物
療法実施件数が年間約4,000件を超え、化学療法
プロトコール審査委員会における年間50件を超え
る新規レジメン審査や化学療法委員会活動を通じ
て、本院で行うがん薬物療法と支持療法について、
その妥当性、安全性、最適な運用方法を管理して
いる。緩和ケア部門では、緩和ケアチームの年間
介入件数が約1,800件となり、緩和ケア委員会・
緩和ケアチーム活動を通じて、がんの早期の段階
より、がん性疼痛と身体症状や患者・家族が抱え
る精神的苦痛への対処を行い、生活の質（QOL）
の維持・向上に向けて包括的なサポートをしてい
る。教育面では、キャンサーボードミーティング
を開催し、腫瘍センター及びがん診療科の医師、
放射線科医、病理医、薬剤師、看護師、地域連携
に関わるスタッフなどが一堂に集まり、治療困難
症例における最適の治療方針を検討している。ま
た、教育・研修部門は、医学部教育や文部科学省・
がんプロフェッショナル養成基盤推進プランでの
大学院教育、そして地域がん診療連携拠点病院、
滋賀県がん診療連携協議会構成病院、滋賀県がん
診療連携拠点病院・がん診療高度中核拠点病院と
しての活動において、がん薬物療法、緩和ケアの
実施と開発に臨床及び研究面で活躍する人材の養
成に向けて、学内各部門および近畿圏の大学・病
院より医師・医療スタッフ・大学院生・学部学生
を受け入れて教育・研修・研究指導を行っており、
臨床・研究両面で地域のがん医療に長期にわたり
貢献できる専門医および医療スタッフを育成して
いる。また、先進医療開発推進部門では、県下・
周辺府県の地域がん診療連携拠点病院および全国
の大学・病院と連携したがんの新薬と個別化医療
の開発に関わる各種の治験等を実施している。が
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ん患者数の増加やがん医療の高度化に伴い、腫瘍
センターの果たす役割は、年々広範囲になってか
つ複雑になっており、体制整備を進めながら地域
がん医療に貢献する活動を推進している。
 （醍醐弥太郎）

■検査部

【はじめに】
　昭和53年10月の開院時に僅か10名でスタートし
た検査部は、現在、病理部及び輸血部と合同運営
を行い、岡部英俊部長（平成９年～25年度）から
引き継がれた九嶋亮治部長（平成26年４月就任）
の下で医師４名と臨床検査技師32名（常勤23、任
期付常勤４、非常勤１、パート４）のスタッフで
臨床検査業務を行っている。大学病院はチーム医
療の推進による患者サービスの向上、品質の高い
検査データの提供及びコスト管理体制の強化とと
もに、教育・研究機能を支える国際水準の診療機
能を保持し地域基幹病院の最終医療機関として地
域特性に応じた主導的な役割を果たすことが求め
られている。検査部ではこれらの使命を達成・遂
行するため、１.運営（業務及び経営）改善、２.臨
床、教育及び研究支援体制等の強化と人材育成を
掲げて変革を行っている。

【運営改善・診療支援体制】
　経営改善では、独法化以降の平成19年度末に試
薬消耗品経費削減目標を掲げ検体検査の機器更新
（総額２億円強）を行い、平成20年度で約5,500
万円（前年比）の経費削減を実行した。また中期
目標における生理機能検査の拡充（機器更新約1.5
億円、人員２名増）で平成25年度には平成22年度
比で約32％増の稼働額（約1.36億円）となった。
業務改善では、病院再開発時（平成23年９月）に
懸案であった外来尿一般検査を中央化、また看護
部との連携を強化して採血体制の充実を図るとと
もに、採血・採尿・生理診療支援検査システム（約
0.7億円）の円滑な運用によって採血待ち時間は
平均12分（最大34分：従来34分と75分）、採血自
動受付から結果報告までのTAT（turn around 
time）は通常検体でも平均48分（従来60分以上）
と大幅に短縮、診察前検査の迅速化が格段に進み
患者サービスの向上に繋がっている。診療支援体
制では、平成15年度から輸血検査の24時間対応、
平成16年度から病棟検体の早朝回収による検査の

迅速化、平成21年度からは輸血業務や細菌検査を
含む58項目の検査を24時間体制とし診療科の緊急
事態に対応など、これらの支援強化策やチーム医
療への積極的な参画（ICT、NST等）でメディカ
ルスタッフとの信頼関係はより強固になっている。

【臨床・教育・研究支援するための人材育成】
　医療の質を上げるためには高度な専門技術や知
識が要求される認定資格の取得は必須であり、資格
に裏付けられたスキルは職能と連動した教育体系
の構築及び学生教育支援に役立っている。これま
でに日本臨床検査同学院の一級臨床検査士を５名
輩出、現在32名のうち１級臨床検査士１名、認定輸
血検査技師４名、認定臨床微生物検査技師２名、認
定血液検査技師２名、細胞検査士（国際細胞検査
士）６名、NST専門臨床検査技師２名、超音波検査
士６名、認定心電検査技師１名、緊急臨床検査士１
名、二級臨床検査士５名、日本臨床神経生理学会
認定技術士１名が在籍、延べ70の資格を取得し
generalistかつspecialist（scientist）として活躍
している。 （吉田　孝）

■放射線部

　放射線部は病院開設とともに設置され、当初よ
り放射線診断部門、核医学部門、放射線治療部門
の３部門体制をとってきており、中央診療施設と
して全診療科の患者さんを対象にあらゆる放射線
検査および放射線治療を施行してきた。
　現在の放射線部は、村田喜代史部長のもと医師
２名、今井方丈技師長以下診療放射線技師30名、
佐々木あゆみ師長以下看護師14名、医療機器操作
員１名と看護助手２名、事務補佐員２名、受付事
務員（外注）６名により構成される大きな組織で
ある。20年前に比し、技師は２倍、看護師は1.7
倍の増員となっている。
　放射線部では全診療科の医師・各部署の看護師・
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臨床工学技士・診療放射線技師・事務系職員等多
くのスタッフとの連携協力を重要に考えてきた。
また、直接、患者さんに対面する業種であるため、
患者さんへの接遇向上を目指してきた部署である。
　この20年間での放射線技術の変化は、IT技術
の発展によるところが大きい。具体的には、ネッ
トワークやコンピュータの処理速度が桁違いに速
くなったことにある。その結果、放射線診療にお
いては、①ディジタル画像化およびディジタル画
像管理、②フィルムレス診療、③モニタによる画
像診断（ソフトコピー診断）、④CDやDVDによ
る他施設からの画像提供、⑤画像誘導による放射
線治療、⑥伝票レス、⑦放射線情報の一元化、と
いった変遷が見られる。
　放射線診療機器は充実し、一般撮影装置４式、
一般撮影用ディジタル透視撮影装置（トモシンセ
シス・長尺撮影対応）１式、乳房撮影装置１式、
骨密度測定装置１式、X線透視撮影装置３式、血
管検査装置（IVR対応）３式、X線CT装置３式、
MR装置３式、IV-MR装置１式、SPECT装置１式、
SPECT/CT装置１式、PET/CT装置１式、リニ
アック２式、RALS装置１式、密封小線源治療装
置１式、ポータブル撮影装置６式、外科用イメー
ジ装置３式、及び各周辺装置多数を擁する。
　20年前には無かった新しい検査モダリティは
PET/CT、SPECT/CTおよびディジタル・トモ
シンセシスがあり、20年間で著しい進化が見られ
たものには、CTの多列化・高速化、MRの高磁場化、
放射線治療システムの高精度化等がある。
　また、ここ10年の生体画像ソリューションの進
歩は著しく、長年の念願であった画像情報の統合
や三次元化、多モダリティ画像の融合等は、診断
のみならず手術ナビゲーションに有用な画像の提
供も可能となっており、臨床現場で広く活用され
ている。 
　今や『十年一昔』ならぬ『三年一昔』、まさし
くドッグイヤーの放射線診療領域において、時代

に取り残されることなく、また各職種の専門化に
対応するため日々研鑽を忘れることなく、多くの
専門・認定スタッフを擁している部門でもある。
これからも本院全スタッフの要望に応え、中央診
療部門の一員として、最良の医療を提供できるよ
う、努めていく所存である。

■輸血部

１．歴代輸血部長（併任）
　馬場忠雄教授（内科学講座）、1994年５月１日
～2001年３月31日。松末𠮷隆教授（整形外科学講
座）、2001年４月１日～2003年３月31日。岡部英
俊教授（臨床検査医学講座）、2003年４月１日～
2014年３月31日。九嶋亮治教授（臨床検査医学講
座）、2014年４月１日～現在。副部長：程原佳子
講師（内科学講座）、1996年４月１日～現在。

２．沿革
　1996年４月１日、輸血部の省令化、医師１名、
臨床検査技師１名、看護師１名が認可。輸血管理
システム（BLAD）を導入し血液製剤の入出庫管
理スタート（６月）。半自動輸血検査機器BioVue
（国内１号機）を導入しカラム法による輸血検
査スタート（７月）。1997年５月、臨床検査技師
１名認可。1998年、２階検査部内に移転（６月）。
輸血療法委員会の設置（12月）。1999年、無輸血
治療ワーキングでマニュアル作成、病院運営委員
会で承認（４月）。2002年、輸血製剤管理支援シ
ステム（BCAM）導入（５月）、コンピュータク
ロスマッチ導入（６月）、検査部と合同で当直ス
タート、輸血業務24時間体制により医師によるク
ロスマッチ廃止（12月）。2003年５月、全自動輸
血検査機器AutoVueを導入。超緊急時輸血マニュ
アルを作成し、血液型が確定していない場合はO
型赤血球の輸血を可能とする（10月）。2006年９月、
血液製剤のオーダリングシステムを導入し、ベッ
ドサイドで医療情報端末を用いた確認照合システ
ムを利用。2010年、病院電子カルテ（Niho）と
輸血部門システム連携（７月）。輸血後感染症検
査フォロー体制を構築し、輸血から１～２ヶ月後
にダイレクトメールを郵送（12月）。2012年、役
割分担推進の一環として、輸血部からの時間内血
液製剤搬送業務を（株）トーカイに委託（２月）。
輸血管理料Ⅰ（220点）算定（４月）。2013年12月、
病院管理運営会議において無輸血治療の方針決定、
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原則は相対的無輸血治療を行うが例外的に絶対無
輸血を認める。輸血療法委員会で作成した免責証
明書（病院長の署名）は2014年４月１日から運用。

３．血液製剤使用量・廃棄率の変化
（単位数） 赤血球 凍結血漿 血小板 廃棄率
H８年度 4,072 5,232  9,879 3.4%
H25年度 9,226 7,686 22,635 0.4%

４．施設認定・資格
　2000年４月、認定輸血検査技師制度指定施設。
2009年４月、日本輸血細胞治療学会認定医指定施
設。2011年４月、学会認定輸血看護師制度指定研
修施設。
　日本輸血細胞治療学会・認定医２名。認定輸血
検査技師４名。学会認定輸血看護師２名（ICU勤
務）。

５．現況
　輸血の安全性を維持しながら業務の省力化を図
るため、全国に先駆けて、コンピュータクロス
マッチによる輸血業務の24時間体制を導入し、輸
血オーダリングシステム・ベッドサイドの確認照
合システムを確実に利用することにより、今日ま
で輸血事故を未然に防いできた。さらなる安全で
適切な輸血医療をめざし、日本輸血細胞治療学会
が審査する「輸血安全管理優良認定施設（I&A認
定施設）」の認定に向け準備を進めている。

■リハビリテーション部

　平成６年当時、リハビリテーション部は院内で
特殊診療施設に位置づけられていた。部長は整形
外科教授が兼務、任意のリハビリ担当医師が整形
外科より１名配属されていた。セラピストは理学
療法士（PT）のみ３名であった。その後約６年

間この体制は維持され、特に変化は見られなかっ
た。平成12年整形外科松末教授（現病院長）就任後、
同科より今井医師が当部の専任医師として助手に
就任してから部内の状況は大きく変化していった。
年度毎の出来事について以下に示す。

平成14年度：今井医師が助手から助教授に昇任。
平成15年度：病院機能評価において、チーム医療
体制の不備、作業療法士（OT）、言語聴覚士（ST）
の不在等について指摘され改善の必要性を示唆。
中央診療施設の省令化に伴い主任制が導入され今
井PTが昇任。
平成16年度： PT、OT各１名増員され計６名のセ
ラピストとなった。病院再開発の計画において回
復期リハビリ病棟設置が内定。
平成17年度：セラピストの管理体制が主任から
技士長に格上げされ、前川主任が昇格。OT１名、
あらたにST２名が増員され計９名のセラピスト
となった。
平成18年度：心臓リハビリ、回復期リハビリ病棟
設置に向けソフト・ハード面、人材面について準
備が進められた。
平成19年度：翌年の心臓リハビリ、回復期リハビ
リ病棟開設に伴いリハビリテーション科が新設さ
れリハ科医師４名体制でスタートした。またセラ
ピストはPT10名、OT４名、ST２名の計16名の
体制となった。
平成20年度：４月心臓リハビリ、６月回復期リハ
ビリ病棟が開設。現在のリハ室Aの改修が完了し
５月に移転。
平成23年度：平岩PTが副技士長、川見STが主任
に昇任。現在のリハ室Bの改修が完了し２月に移
転。
平成24年度：今井准教授が退任し川崎医師が講師
として就任。部内運営において疾患別グループ体
制を強化・推進。
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平成25年度：２名のPTが増員され計18名となった。
次年度からの回復期リハ病棟の一般病床化が正式
決定。
　以上、平成６年度～25年度のリハビリテーショ
ン科・部の動きについて記した。特に後半の10年
間は今井医師主導のもと大きな変貌を遂げ、リハ
ビリテーション科が新設され、リハビリテーショ
ン部とともにかつてない実り多き歴史の１ページ
を印した。 （川崎　拓、前川昭次）

■病理部

　病理診断業務は検査部の一部門と位置付けられ
ていたが、平成15年４月に附属病院病理部が設置
され、岡部英俊教授 （臨床検査医学講座教授・検
査部長）が病理部長に、九嶋亮治臨床検査医学講
座助教授が専任として副部長 （病理部助教授）に
就任した。当時、部長、副部長、医員１名、研修
医１名及び臨床検査技師３名で病理診断業務を担
当した。平成21年に九嶋副部長が国立がん研究セ
ンターに転出した。平成24年12月に石田光明検査
部助教が病理部講師 （同副部長）に昇任した。平
成26年４月に九嶋亮治臨床検査医学講座教授が病
理部長・検査部長・輸血部長に就任した。平成26
年６月には、病理診断科が設置され、九嶋部長が
科長に就任した。
　平成26年４月現在、九嶋部長及び石田副部長の
２名の病理専門医と臨床検査技師５名 （全員細胞
検査士）で附属病院の病理診断・細胞診断業務を
担当している。病理検査件数は年々増加傾向を示
し、年間病理組織診断約8,200件、細胞診断約6,500
件である。
　診療面では、平成20年から自動免疫染色装置を
導入し、病理診断に不可欠な免疫染色及びin situ 
hybridizationが安定かつ迅速に施行できるように
なり、病理診断に大きく貢献している。
　教育面では、系統講義において病理診断学の講
義を、臨床実習では、病理診断について講義・実
習を担当している。また、年間約10名の初期研修
医が病理部及び検査部にローテーションし、研修
を行っている。病理医教育としては、検査部及び
病理部に在籍した６名 （途中で他施設に転出した
２名を含む）が病理専門医及び細胞診専門医を取
得した。
　研究面では、臨床病理学的な研究を臨床各科と
共同で実施している。病理医及び細胞検査士が日

本病理学会や日本臨床細胞学会等で活発な学会活
動を行っている。検査部・病理部で４名（医師３
名、臨床検査技師１名）が医学博士号を取得した。

■栄養治療部

　栄養治療部は、平成17年８月１日より、病院機
能改革の一環として中央診療部に改組された。栄
養サポートを担当する臨床栄養部門と栄養教育・
病院給食管理を担当する栄養教育管理部門の２部
門からなる。柏木厚典先生（当時内分泌代謝内科
教授）が初代部長に就任され、その後、皮膚科教
授田中俊宏先生、内分泌代謝内科前川 聡教授が
講座教授と栄養治療部の部長とを兼任されていた
が、現在は佐々木雅也病院教授が部長を務めてい
る。管理栄養士は岩川裕美副部長ほか常勤５名と
非常勤６名からなり、調理担当は調理師（常勤・
非常勤）13名と調理補助10名からなる。
　現在、栄養サポートチーム（NST）は、多く
の診療科や中央診療部の協力のもと、医師（内科、
外科、耳鼻咽喉科）、歯科医師、薬剤師、管理栄養士、
看護師、臨床検査技師、言語聴覚士、歯科衛生士
の８職種と事務からなり、病棟のリンクナースを
含めて40名以上の構成となっている。年間の新
規介入患者数は約600人で、のべ回診件数は年間
3,000件、平成24年度に新設されたNST加算件数
は年2,500件以上と、国立大学附属病院でトップ
の成績となっている。栄養管理の適正化、栄養改
善効果、合併症対策など、附属病院にとって重要
なチーム医療へと発展してきた。
　一方、管理栄養士は入院患者のベッドサイドで
入院時の栄養スクリーニングを担当し、入院から
退院時まで栄養アセスメントを継続して実施する
体制としている。平成25年１月からは病棟担当制
とし、病棟スタッフとの連携の強化に努めている
ところである。栄養指導件数は入院外来合わせて
月に約400件となり、特別食加算の算定率も40％
を維持している。また、多くの病院で給食業務の
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委託化が進んでいるなか、直営方式での病院食の
提供を継続し、入院患者に安全で美味しい食事を
届けられるよう、管理栄養士と調理師が日々努力
しているところである。また、食材に地産地消を
取り入れる試みもおこなっている。
　医療が専門化・高度化し、大学病院では先進的
な医療にも取り組まれている。これらを根本から
支える役割として、栄養管理の重要性もクローズ
アップされてきた。個々の病態に応じたテーラー
メイドの栄養管理を目指して日々努力していきた
い。

中央手術部門

■手術部

１） 沿革
　1978年附属病院開設時に設置された。今回は
開学20年史以降の状況について記載する。歴
代の手術部部長は半田譲二教授（脳神経外科
1994.4～1997.4）福田眞輔教授（整形外科1997.4
～1999.3）、北嶋和智教授（耳鼻咽喉科1999.4
～2001.10）、 野 坂 修 一 教 授（ 麻 酔 科2001.10
～2006.3）、岡田裕作教授（泌尿器科2006.4～
2013.3）、村上 節教授（産婦人科2013.4～）各教
授が歴任された。手術部副部長は奥 史郎助教授
（1992.4～1999.3）、竹之下 眞助教授（麻酔科併
任1999.7～2005.6）、佐井義和助教授（2000.4～
2012.3）、本間恵子助教（2013.4～2013.6）、松浪 
薫助教（2013.8～）である。手術部看護師長は
中井須美子師長（1995.4～1999.3）、松本恵子師
長（2000.4～2005.3）、西村路子師長（2005.4～
2011.3）、北脇友美師長（2011.4～2012.6）、中井
智子師長（2012.7～）である。現在ほかに手術部
には教員として千原孝志助教が所属し、看護師52
名とともに日々の業務に取り組んでいる。手術部
は開院当初より10室の手術室で運営されていたが、

手術件数の増加、手術器具の大型化や増加により
手術室は手狭となり部屋数も不足するようになっ
ていた。この状況を解決するため病院再開発にあ
わせて2009年に新手術棟の増築と旧手術棟の改築
が行われ手術室14室で運営されるようになった。
　また2009年に手術・麻酔記録の電子化を行い
手術部門システム（ORSYS）の運用を開始した。
現在この手術部門システムは手術室だけでなく放
射線部や１C病棟など手術室外での手術・麻酔に
も対応できるようになった。

２） 運営・稼働状況
　2009年の新手術棟増築以降、手術件数は徐々に
増加し2013年度は年間手術件数6,155件と6,000件
を超えるまでに増加した。このうち緊急手術は
599件、準緊急手術は1,121件と予定以外の手術が
比較的多い。大学病院でありながらスタッフ一同
で緊急手術や手術枠外で準緊急手術を柔軟に受け
入れるよう努力してきたことが大幅な手術件数増
加につながったのではないかと考えている。
　最近の動向としては内視鏡を用いた手術の割合
が大幅に増加してきた。多くの科で鏡視下手術が
行われるため内視鏡手術用のユニットを増やし各
科の要望に応えるよう努めている。
　また、2013年より滋賀県下で初となるロボット
支援下内視鏡手術（通称ダヴィンチ手術）がはじ
まった。現在主に泌尿器科で行っているが、2014
年より女性診療科や消化器外科でも手術が始まっ
た。
　今後の展望としては今年度中に室内に放射線透
視装置を設けたハイブリッド手術室が設置される
予定で、ロボット支援下手術に加えさらに先進医
療設備が設置されることになった。
　ただ、手術の内視鏡化や高度化に伴い機械設備・
器具は増加の一途をたどり、看護師だけではその
対応に限界が見えてきた。今後、より良い手術部
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運営には看護師の増員のみならず、臨床工学技士
や放射線技師の増員と各部門との連携強化が必須
と考えられる。

■材料部

１．管理体制
材料部長：1994年度～森教授（第二外科）、中村
助教授（第一内科）、1999年度～岡田教授（泌尿
器科）、2006年度～清水教授（耳鼻咽喉科）、副部
長は2003年度より２名から１名体制となった。
看護管理者：1994年度甲斐、1995～2002年度芦田、
2003年度椿、2004～2011年９月高田、放射線部・
光学医療診療部、医療安全、５C病棟を兼務、一
時中島副師長が主で管理、2011年10月～西井、外
来一部兼務。材料部は従来から採血室業務応援を
行ってきたが2012年採血室が外来部門の管理とな
り、2013年から応援体制は無くなった。

２．業務改善の動き
　材料部業務は、感染管理、医療安全とも深く関
わり、院内の生産部門としてその品質保証が求め
られるようになってきた。また、手術部器材を取
り扱うようになってからは、経営面でも病院の重
要な位置づけとなっている。
　1996年は、O-157対策として緊急透析セットを
夜間ボックスに追加。1997年クリーンルーム稼
働、骨髄移植に対応。2001年は病院全体のスリッ
パの履き替え中止に伴い材料部もスリッパ・ガウ
ン・キャップを廃止。同時期、感染管理と関連し
SUD（単回使用品）の再使用、洗浄業務一元化・
滅菌における安全管理が材料部のテーマとなった。
2002年院内ICT活動開始、使用目的別洗浄・滅菌
の考えが導入された。労働安全衛生面ではEOG
（エチレンオキサイトガス）環境測定（２回／年）
を定例化した。
　2003年は、病院機能評価受審（Ver.４）があり
今後取り組む課題が明確になった。2004年鋼製小
物の洗浄ガイドライン、2005年滅菌保証のガイド
ラインができた。統一した考え方のもとで整備を
進め、リコールマニュアル作成、洗浄の質評価を
１回／３ヶ月実施するようになった。また口腔
外科・放射線部ブラキセラピーの洗浄を開始し
た。2006年には病院再開発が決まり、検討を開始。
2007年SPDシステム運用により医用材料管理が移
行、材料部は器材再生部門として機能が特化され

た。大型設備を更新し、低温プラズマ滅菌器を新
たに導入、翌年より運用を開始した。2008年は洗
浄滅菌業務の外部委託、手術器材の洗浄受け入れ
を開始し、業務の運営体制が大きく変わった。し
かし、翌年２月には委託業者を変更しなければ
ならず外部委託による品質管理の難しさを知っ
た。2009年10～11月は新手術棟へ移転し、手術器
材洗浄全面受け入れ実施、垂直可動棚による器材
の期限管理、SPDシステム連携の患者コンテナ使
用履歴管理、器材準備のためのコンテナ呼び出し
機能の導入と運用開始。病棟外来の洗浄一元化開
始、BOXカート廃止・循環方式運用開始と予て
からの課題を解決すべく大きく変化した。循環方
式は2011年に全面導入を完了した。今回の改修で
はEOG滅菌器を継続したが、今後は人体への影
響の大きさ、管理の困難さから病院に向けて廃止
を提唱している。
　2011年は東日本大震災があり物流トラブルが発
生、特にステラッドカセットが不足し供給への影
響が出た。この後カセットのランニングストック
や初動アクションシートの作成など災害対策を材
料部のテーマとして挙げ、継続的に整備を進めて
いる。
　手術器材の洗浄業務は使用後だけで無く、借用
器械の前洗浄、デモ器械の洗浄滅菌等があり、材
料部業務に占める割合が大きく密接である。現在
材料部と手術部は別業者で、手順統一や器材の流
れを速やかにするため当初より業者の統一を必要
としている。
　近年鋼製小物の個別管理を導入する動きがあり、
2012年当院でも導入効果について検討した。しか
し時期早尚として見送られた。2013年ロボット支
援手術（ダ・ヴィンチ）が新たに導入され、運用
を整備した。また課題であったSUDの再使用は
病院機能評価３rdG:Ver.1.0受審を機に一時停止
となっている。

３．研究
　1994「中央材料部における受付周辺の環境菌調
査」、1995「ガウン収納庫の環境改善の一考察」、
1996「材料部の汚染度を知り清潔維持の方法を検
討する」、2001「中央材料部における環境調査」、
2002「（個人）エチレンオキサイトガス滅菌物を
供給するタイミングについて－残留ガスインジ
ケーター・期待測定器を利用して－」、2006「洗
浄評価ツールを用いた器材洗浄の評価」、2010「（高
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田個人）医療現場でのスポンジ洗浄に関する実態
調査とマニュアル作成案」、2011「（高田個人）熱
水消毒行程を検知するケミカルインジケータを使
用した消毒レベルの評価、洗浄評価実態調査」。

４．今後の展望
　洗浄評価の実施、SUDの指針導入、器材の個
体管理の導入、EOG滅菌の廃止、災害時の体制
確立、医療現場への情報発信、業務委託の導入評
価等と共にガイドラインに沿った整備を進め、品
質保証が出来る部門として少しでも理想に近づく
努力を続けていきたい。

■臨床工学部

１．はじめに
　臨床工学技士は「厚生労働大臣の免許を受け、
医師の指示の下に呼吸、循環そして代謝に関わる
生命維持管理装置の操作および保守点検を行うこ
とを業とするものである」と定義されています。
本院では部長、副部長の指導の下、技士長はじめ
10名の部員がいます。我々は医師・看護師や他の
医療従事者とチームを組んで、患者さんに対して
安全な医療が提供できるよう生命維持管理装置の
操作や機器管理を行なっています。

２．業務
　主な業務として扱っている生命維持管理装置と
は、人の呼吸、代謝、循環といった生命の維持に
直接つながる機能を代行したり、補助したりする
装置のことをいい、代表的な装置は人工呼吸器・
人工透析・人工心肺などがあります。
　また、平成25年10月より１階に医療機器管理室
を設置し、院内医療機器の更なる中央管理体制を
図っています。今後、中央管理する医療機器を増
やし、安心して医療機器が使用されるよう定期的
に保守点検を行って、医療の質の維持に貢献して
行きたいと思っています。

３．先進医療への貢献
　テレビ番組などに取り上げられている消化器
外科腹腔内温熱化学療法（HIPEC）手術や、平
成25年５月より導入された手術支援ロボット
daVinciを用いた各診療科における手術の補助な
ど、積極的に先進医療へ貢献している部門です。

４．人材育成（認定資格取得状況）
　透析技術認定４名、体外循環技術認定５名、呼
吸療法認定２名、臨床ME専門認定２名など各分
野での認定資格取得に努めています。本院では、
各診療科からの要望に応えるべく、種々の分野に
おける業務を兼任できる体制づくりを目指します。
また、安全な医療を当院で提供できるよう、日々
技術研鑽に励んでおります。

診療・教育・研究支援部門

■医療安全管理部

【医療安全管理部沿革・体制】
　当院では日本の医療安全元年と言われる、1999
年に医療安全防止専門委員会が立ち上げられ、翌
2000年には医療事故防止委員会とその下部組織の
医療事故防止専門委員会に改組された。この医療
事故防止専門委員会が医療安全管理部の前身と言
える。2002年４月17日に医療安全管理部として発
足したが、2000年から医療安全マニュアルの作成
が開始されており、インシデントレポート、リス
クマネジャー等の仕組みも開始されている。発足
当時は医療事故の防止、院内感染の防止を目的と
されていたが、2008年６月１日に感染制御部が創
設され、その後は医療安全の推進を図るための活
動が行われている。医療安全管理部は院内組織で
は診療・教育・研究支援部門に位置づけされてい
るが、一貫して病院長直属の組織として部長は
副病院長が務めている。創設時は野田洋一教授、
2005年度から現病院長の松末𠮷隆教授、2014年度
からは田中俊宏教授が務めている。副部長として
看護師GRMが専従で活動しており、現在まで４
名の師長が就任している（餅田敬司、小野幸子、
澤井信江、穴尾百合）。2014年６月１日からは穴
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尾師長に加えて臼井陵子師長が配属され看護師長
２名の体制となった。医療安全管理部専任医師と
して2006年から2010年は坂口美佐講師が、2011年
からは手塚則明准教授が就任している。
　2014年現在の医療安全管理部の体制は部長（医
療安全担当副病院長）、副部長４名（医師２名、
看護師２名）、部員９名（医師２名、薬剤師、臨
床工学技士、看護師、病院管理課長、医療サービ
ス課長、医療サービス課職員２名）となっている。

【活動内容】
　医療安全マニュアルは改訂を重ねて、現在11版
が使用されている。リストバンドの導入、電子カ
ルテ導入に関連した院内ルールの整備、手術部へ
のタイムアウト、手術部位マーキングの導入等が
大きな実績として挙げられる。毎年行われる近畿
厚生局、大津市保健所の立ち入り検査の際には、
医療安全管理は主要な検査項目に挙げられている。
その際にも指導されている医療安全研修会の開催、
全職員の参加は大きな課題ともなっており複数回
の研修会の開催、DVDによる研修等の活動を行っ
ている。
　重大なインシデントが発生した場合は、院内委
員による事例検討会や、学外委員も含めた事例調
査検討委員会を開催し、学外への報告、公表も行っ
てきている。2013年度は医療機能評価の受審に伴
い、転倒転落対策チームを発足し、多職種による
転倒転落への対応を恒常的に開始した。
　対外的には、京滋医療安全研究会を京都大学と
共に開催しており、年１回の研究会には京滋地区
から300名近い参加者がある会となっている。

【今後の活動方針】
　全国の医学部附属病院では複数のGRM体制が
増加しており、医師のGRMも急増している。多
職種のGRMが配置されることで、よりきめ細か

い医療安全活動が行える。
　2015年には医療事故調査に関して新しい取り組
みが開始されるが、院内体制の整備はもちろんの
こと、地域の医療安全活動にも積極的に関わる必
要がある。

■感染制御部

　医療関連感染は病院におけるすべての診療科･
組織に関係するため、病院全体としての医療関連
感染対策の組織化が必要であると考えられ、2002
年４月に感染対策チーム（ICT）が設置された。
当初の構成メンバーは感染制御医師（ICD井上哲
也）、感染制御看護師（ICN芳尾邦子）、医師（内
科系・外科系）、看護師、検査部、薬剤部、医事
課からなっていた。しかし、現代の病院にとって、
感染予防・感染制御がますます重要な事項になっ
てきたことに伴い、病院における院内感染予防対
策に関する業務を円滑に遂行することを目的とし
て、2008年６月１日に感染制御部が設立された。
この際に、感染制御を行うにあたっての方針決定
組織としての感染制御部と、実際に感染制御を行
うICTの役割分担を決定した。もちろん、この２
つの組織は互いに協力し合って本院の感染予防・
感染制御にあたっている。
　2014年６月１日現在の感染制御部の構成メン
バーは、部長（ICD中野恭幸）、副部長２名（専
従ICD大澤 真、専従ICN川合香苗）、薬剤師（感
染制御専門薬剤師BCICPS炭 昌樹）、臨床検査技
師（感染制御認定臨床微生物検査技師ICMT重田
雅代）、病院管理課長（大見 章）、医療サービス
課長（小林哲郎）である。また、これまでにも
ICN （竹村美和、古川晶子、金城真一）、医師 （木
藤克之、児堀綾子）、薬剤師 （生野芳博）、検査技
師（茂籠邦彦）、病院管理課（大城雅彦、長谷川
浩一）、医療サービス課（山崎勝治、一井信吾）
などが感染制御部員として活躍してきた。
　日常業務としては、抗生剤（特に抗MRSA薬剤
やカルバペネム系抗生剤）の処方動向の把握、病
院で検出される細菌（特に耐性菌）検出状況の把
握及びその対策、針刺しなどの予防に関する事項、
院内感染予防のためのマニュアルの作成および教
育活動、実際に各部署を視察し提言を行う院内ラ
ウンド、結核など感染性疾患発生時の対応などを
行っている。また、職員の感染既往歴と抗体価検
査に基づくB型肝炎・麻疹・風疹・水痘・ムンプ
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ス予防注射の実施、全職員に対するインフルエン
ザワクチンの実施も行っている。本院における感
染率の把握のため、MRSA感染症、手術創部感染
症、人工呼吸器関連肺炎、血流感染、尿路感染な
どに対するサーベイランスも行っている。さらに
は、血液培養で細菌が検出された全症例に関して
の介入や難治性感染症や抗生剤の使用法に関して
のコンサルティングなども行っている。
　また、特殊な事例への対応としては、ノロウイ
ルスの集団感染、インフルエンザのアウトブレー
ク、新型インフルエンザ対策、職員の結核発症に
ともなう大規模な接触者検診などを行ってきた。

■病歴部

　1978年の開院時から、一患者一チャート方式と
し、中央一元管理で運用され、その保管管理は病
歴部が行うこととして出発いたしました。また
本院では、教育および診療をPOS（problem Ori-
ented System）により行うため、記載について
は POMR（Problem Oriented Medical Record）
記載を原則としています。
　開院以来、医師の退院時サマリーはICD-９で
病名データを登録していましたが、2001年１月退
院患者からICD-10での登録に移行し、病名コー
ドも医師が基本的に記載する運用といたしました。
2004年から導入されたDPC/PDPS（包括医療制
度）での診療報酬請求に傷病名とICD-10が重要
であり、医師に理解していただくことができまし
た。
　開院当初の問題点は、事情や個性の異なる診療
科の協力のもと一患者一チャート方式を円滑に運
用することにありましたが、各診療科のご理解を
いただき比較的順調に出発することができました。
　その後の大きな問題は、保管場所の確保でした。
法律的には、診療録は最低５年間の保管となって
いますが、大学病院の持つ診療、研究、教育とい

う特性もあり、1987年に診療録の現物保管は10年
とし、基準日は入院が退院日、外来は最終受診日
とし10年を経過したものは電子化し、現物は廃棄
すること、例外として、入院歴のない外来診療録
はそのまま廃棄するという方針が決定されました。
その後、医療の環境が変わり、平均在院日数の短
縮に伴う退院患者数の増加により、廃棄する診療
録の数より新たに発生する診療録の数がはるかに
多いという状態になり、保管場所の確保は深刻な
問題となっていきました。
　その後、電子カルテへと向かい、段階的に電子
化の道を歩み、オーダリングシステム、外来カル
テの電子化を経て、2010年７月20日より全面的に
電子カルテとなり、それに伴い同意書等の紙文書
をスキャンし、電子化するためにスキャンセン
ターが設立されました。電子カルテ導入から４年
経た今やっと保管場所の問題から解放されつつあ
ります。
　今後は、電子カルテとなった診療情報が、カル
テ開示・保険請求・医療安全関係等の根拠として
の精度を保てるように管理することが重要となり
ました。
　また、2008年秋に「滋賀県がん診療高度中核拠
点病院」、2010年に「地域がん診療連携拠点病院」
に指定されました。必須条件でありました院内が
ん登録については、登録開始日は2007年４月１日
と決定されましたが、地域がん登録に協力してい
た実績もあり、2004年１月からのがんデータを蓄
積することができました。
　診療情報管理の考え方も大きく変化し、社会的
にもその重要性が認識されてきました。2015年度
には、病院情報システムの更新が行われます。膨
大な医療情報の適切な利用を含め、新しい技術に
対応しながら、病歴部が更に発展していくことを
願います。

■医療情報部

　滋賀医科大学は早期からコンピュータの臨床・
医学研究・医学教育への利用にとりくみ、1987年
に医学情報センターを立ち上げた。医学情報セン
ターは、医療情報部門と実験実習計算機部門を
両輪として、滋賀医大のICT化のベースとなった。
医療情報部門は現在の附属病院医療情報部に、実
験実習計算機部門は現在のマルチメディアセン
ターへと発展している。
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　滋賀医科大学附属病院は、それまでのホストコ
ンピュータとダム端末で構成されていた初期の医
療情報システムから、パソコンをユーザー端末と
して利用する新しいホストパソコン連携型医療情
報システム開発の先駆け大学の一つとして、早期
から病院全体に関わるシステムの研究・開発をお
こない、それを実際に病院で使用する形で改良を
重ねてきた。1987年に第１期の医療情報システム
としてオーダリングシステムであるSHiNEをス
タートし、５年後にはシステム更新を行うととも
に、当時はまだ一般化されていなかったインター
ネット接続をスタートした。第３期のSYNAPS
は1998年から、高速院内LANとクライアントサー
バー型システムをいちはやく開発し導入した。国
の施策としてすべての国立大学附属病院におかれ
ることとなった医療情報部は、2001年に滋賀医科
大学にもおかれることとなり、医学情報センター
医療情報部門は医療情報部に移行した。2002年か
ら専任の教授（永田）准教授（杉本）がおかれ、
病院のあらゆる部門・職種の協力のもと、現在の
体制となっている。
　第４期のSYNAPS IIにおいては2004年から電
子カルテ機能を一部持たせた医療情報システムを
オーダリングシステムとして使用しながら、電子
カルテへの移行準備期としてデータベースを整え、
2010年の第５期のNihoでは、病院再開発のさなか、
病院を止める事なくオーダリングから電子カルテ
へと移行を行った。現在2015年からの第６期に向
けて、準備を進めている。
　1987年時点から医療情報をあつかう医療情報部
門には病院のコンピュータ・情報関係の実務を行
う医療情報係をおき、医療情報の教官とともに、
技術的な業務もこなせる高度なコンピュータ知識
を持つ事務官が担当し、常に後進を育てる形で病
院システムを維持・管理してきた。医療情報部門
は、こうした医療情報係をはじめ、学内の教官・
技官・事務官を問わず数多くの優秀な人材にささ
えられてきた。医療情報部門は医療情報部になり、
医療情報係は医事課の再編により現在は病院管理
課の下で活躍している。事務職員だけの構成から、
卓越したコンピュータ技術・能力を持つ専門職と
しての技術職員の比率を増やし、より高度なシス
テム開発・情報処理・情報管理を行う体制に変化
しつつある。
　医療情報部は、今後も情報の質的管理を含め、
病院における医療情報処理・医療情報管理・地域

連携・研究情報や病院運営のための情報提供など
を行い滋賀医科大学のICTをささえる部門として
重要な役割をになっている。

■医療研修部

　医療研修部は平成16年４月に病院職員および地
域医療従事者の医療全般にわたる資質向上を図る
ことを目的として開設されました。
　医療研修部は病院内の全ての医療研修の実態を
把握し、その内容を院内及び地域に公開し、その
開催を支援・補助するとともに、行われた研修会
の評価・反省をまとめ、これらの情報をもとに今
後のあるべき医療研修の内容と方法について討議
し、次年度研修にその内容を活かすことを目指し
ています。医療研修部の活動が病院の診療の活性
化、質の向上に大きく役立つことを期待していま
す。

■臨床研究開発センター

　治験の適正な実施を図る観点から「医薬品の臨
床試験の実施の基準に関する省令（改正GCP）」
が全面施行された翌平成11年４月、当院において
も吉川隆一第三内科教授初代室長の下、治験管理
室が設置され、治験コーディネーター（CRC：
専任非常勤看護師）１名と兼任の事務担当者、薬
剤部の協力を得て始動した。
　平成13年山路 昭薬剤部長、平成14年柏木厚典
第三内科教授がセンター長に就任され、改正GCP
施行によるオーバークオリティ等が招いた治験の
空洞化の措置として厚生労働省から全国治験活性
化３か年計画が公表された平成15年には、病院１
階に治験管理センターとして移動し、CRCと一
部事務職員の配置の一元化による業務共有化、効
率化や事務局業務の充実等、国策に歩調を合わせ
る基盤が整った。
　一部支援していた臨床研究では全国に先駆けて
多施設共同臨床研究における他施設へのトラベリ
ングCRCシステムを構築し、現在の地域ネット
ワークの礎となっている。
　中川雅生副センター長が専任のセンター長（助
教授）として着任した平成16年４月より文部科学
省リーディングプロジェクト「オーダーメイド医
療実現化プロジェクト」へ参加し、バイオバンク
ジャパンの整備・拡充に貢献してきたが、現在、
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PGx研究への関与やSNPs解析を利用した臨床研
究参加にも至っており、平成25年４月より引き続
き第３期プロジェクト（オーダーメイド医療の実
現プログラム）にも参加している。
　平成17年に臨床検査技師、薬剤師CRCの常勤
化や事務専門職員の配置、看護部から副看護師長
の人員配置を受けて院内での協力も拡大し、平成
15年の法改正で可能となった医師主導治験支援を
開始した。翌年には滋賀治験ネットワークを設立
し、県下の多施設共同治験、臨床研究の実施支援
を行うと共に、新たな治験活性化５か年計画（平
成19年）に研究者（医師）の教育が提唱された同
年より５回生の医学生臨床実習受け入れを開始し
ている。
　平成23年には先進医療を含む臨床研究の支援受
託と機能の充実を目的に臨床研究開発センターと
改名すると共に医師主導治験調整事務局支援を開
始した。
　国も施策を臨床研究・治験 活性化５カ年計画 
2012へ移行し、復興政策に伴う産官学連携の推奨、
臨床研究の基盤強化が進められている。一方で高
血圧治療薬等の違反事例を受けて、大学の使命で
ある研究の推進、品質確保における当センターの
責務は増大し、新たな変遷の時期を迎えている。
　治験186件、医師主導治験７件（１件は調整事
務局）、臨床研究40件（７件は事務局等支援）の
実績を積み、現在、藤山佳秀センター長の下、専
従CRC12名（薬剤師１名、看護師９名、臨床検
査技師１名、管理栄養士１名）、事務局（薬剤師
３名、事務７名）が従事している。当学発の医学
的妥当性や社会的意義の高い臨床研究が適正かつ
活発に実施される10年後を目指して着実に歩みを
進めて行きたい。 （藤山佳秀、大路正人）

■看護臨床教育センター

　平成21年度に文部科学省の新規事業である「看
護職キャリアシステム構築プラン」が開始となり、
申請48件中、滋賀医科大学が申請した「臨床教育

看護師育成プラン～専門分野の知を結集し臨床看
護教育者を育てる～」を含む８件が選定されまし
た。この事業を実施することを目的に、看護臨床
教育センターが平成21年12月１日付けで滋賀医科
大学医学部附属病院に設置され、平成22年６月に
看護スキルズラボが開設されました。この事業の
目的は、大学病院看護部と自大学看護学部・看護
学科が連携し、体系立てられた臨床研修方法や体
制等を、学問的検討を行って開発する。そして、
臨床の看護職および基礎教育課程の教育レベルを
向上させることにより、効率的・継続的な専門能
力の習得と向上が図られ、国内の安心・安全な看
護提供体制を構築することにあります。
　臨床教育看護師とは、一般の臨床看護師を教育
する看護師であり、看護臨床教育センターでは、
この臨床教育看護師を育成するための教育プログ
ラムを開発し、実施しています。事業の５年間
で、臨床教育看護師プログラム33名（内３名外部）、
臨床教育助産師プログラム４名（内２名外部）が
受講しました。平成25年度まで、臨床教育看護師
20名、臨床教育看護師２名が認定され臨床の教育
者として活躍しています。
　看護臨床教育センターでは、次の６つのプロ
ジェクトを実施しています。
１．教育プログラムの開発
２．教育指導者の養成
３．臨床教育支援のための環境整備
４．人事交流
５．キャリア支援
６．地域医療への貢献
　特に人事交流においては、看護臨床教育セン
ターが拠点となり、看護学科教員が、附属病院に
おいて臨床勤務を実施し、平成25年度のみでも12
名、延べ日数で160日間の臨床勤務を実施し、また、
臨床教育看護師は看護学科の演習に参加していま
す。このようにユニフィケーションによる教育体
制が確立しました。
　また、地域医療への貢献として、平成23年度か
ら県内の医療施設対象の新人看護職員研修を実施
し、９施設からの参加があります。その他、平成
24年度からは、県内看護師養成所の専任教員フォ
ローアップ研修を実施し、７校から教員の参加が
あります。平成26年３月に文部科学省大学改革推
進事業は終了しましたが、引き続き看護臨床教育
センターにおいて、事業を継続することになって
います。学部と臨床そして地域との連携を深め、
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事業の更なる発展が望まれています。平成25年度
には、滋賀県の地域医療再生基金事業「在宅療養
支援のための県内医療福祉従事者の多職種連携共
通人材育成」が採択され、新たな事業も展開する
ことになりました。
　今後も、看護師の質の向上と滋賀県下の医療人
の育成に貢献できる看護臨床教育センターであり
たいと思います。 （多川晴美）

■医師臨床教育センター

　本センターは平成14年４月17日に、その前身で
ある「卒後臨床研修センター」として、設置され
ました。本センター設置は、平成16年から全国規
模で運用が開始された２年間の医師臨床研修（い
わゆるスーパーローテ）の必修化に備え、研修プ
ログラムの作成・運用、研修医の採用、研修医を
対象とした各種セミナーの開催などの業務の実施
が目的でした。平成20年度には「卒後臨床研修セ
ンター」から、現在の「医師臨床教育センター」
に名称を改めています。
　初代センター長は前々病院長の森田陸司先生、
二代目のセンター長は前病院長の柏木厚典先生、
三代目は前消化器・血液内科教授で、現本学理事
である藤山佳秀先生、四代目がセンター設立当初
から副センター長として、その後本年３月までセ
ンター専任でご活躍された現聖ヨゼフ医療福祉セ
ンター病院長の太田 茂先生、そして五代目に本
年４月１日から本学眼科准教授であった西田保裕
がセンター長に着任し、副センター長の金崎雅美
特任助教、本院病院管理課病院研修係職員と医師
臨床教育センターの２名の非常勤職員のスタッフ
とともにその任務にあたっています。そして、松
末𠮷隆病院長と、教育・研修担当副病院長である
山田尚登教授にセンターの運営に関する指導と
サポートをしていただいています。また、手塚

則明准教授（医療安全管理部）、村田 聡講師（消
化器、乳腺・一般外科）、山本 孝講師（循環器内
科）、森野勝太郎助教（糖尿病内分泌内科）、奥野
貴史講師（血液内科）が兼任の副センター長とし
て、多くの運営に携わり、協力頂いています。
　スキルズラボの充実にも力を入れ、清水智治講
師（消化器外科）に兼任のスキルズラボ長として
協力頂き、年々利用者が増えています。昨年には、
最先端の手術システムであるダ・ヴィンチのコン
ソールシステムも研修用に設置しています。
　研修プログラムの立案、研修医の指導、サポー
ト、助言や医学科学生の進路相談とともに、セン
ターの主催する関連行事として、研修医のための
基礎的レクチャーである「イブニングセミナー」、
「CPC」を定期的に開催し、臨床医としての教育
を行っています。また、指導医の育成のために、
年１回「指導医講習会」も開催しています。学生
のためには、大学病院の説明会や、他大学在校生
の病院見学も実施しています。
　本院の医師臨床研修の実施には、本学以外の医
療施設の協力も不可欠で、平成26年度の時点で23
の協力型病院、40以上の診療所等の協力施設と連
携して、研修施設に幅広い選択肢を確保していま
す。
　過去５年間の本院の研修医採用数は、36名（平
成22年）、39名（23年）、43名（24年）、35名（25年）、
39名（26年）となっています。
　「県内唯一の医学教育に特化した研修病院」と
して「研修医が有意義な臨床研修」をできるよう、
各診療科の指導医とともに、センターとしても研
修医をより個別にサポート、配慮できる、きめ細
やかな運営を目指したいと考えています。
　そして、研修医の育成に、高い質とともに数も
向上させ、滋賀県の医療のマンパワーの円滑な供
給に止まらず、「国際的にも通用する医療人の育
成」ができる「中核病院」を目指して参ります。
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■患者支援センター

　地域医療機関との連携推進を目的として、平成
14年４月に地域医療連携室が設置され、同７月
より、紹介受付（特殊検査電話予約、診察予約、
事前受診手続き）、患者サービス（医療福祉相談、
医療相談）、逆紹介の推進、紹介元への報告書の
督促と送付などの業務を開始した。これらの業務
は、　地域医療機関との退院調整業務を行う部署
として平成10年に開室した継続看護室と密接に協
力しながら実施した。この地域医療連携室は平成
16年４月からの法人化とともに地域医療連携部に
移行した。
　さらに、平成20年７月１日、地域医療連携部は、
患者支援と地域関係機関との連携をさらに強化す
るために「患者支援センター」に新しく生まれ変
わり、「地域医療連携」、「予約管理」、「病床管理」、
「医療福祉相談」、「継続看護」の機能を統合的に
実施することとなった。すなわち、これまでの地
域医療機関との連絡調整のみならず、予約業務や
病床管理の業務についても当センターが中心的な
役割を担うこととなった。各部門がそれぞれに工
夫を重ねるとともに、センター内で密接に連絡を

取り合って統合的に業務を推進することにより、
患者支援を充実させ、地域の各関係機関との連携
をさらに強化している。平成23年度末に完成した
病院再開発により、患者支援センターは病院正面
入り口に最も近くて目立つところに配置され、ま
さに「病院の顔」となり、効率的な入院診療を安
心して受けられるよう「入院支援室」をも整備した。
今後は医療福祉相談の更なる充実を目指している。

薬剤部
１．はじめに
　平成22年３月より３代目薬剤部長として寺田智
祐教授が就任し、現在のスタッフは薬剤部長（教
授併任）１、副部長２（准教授併任１）、室長８、
特任助教２、薬剤師24、事務補佐員11の計48名で
ある。職員数は20年前の22名から倍増した。その
背景には以下に述べる教育研究活動や薬剤師業務
の活性化、多様化がある。

２．教育・研究活動
２－１　教育活動
　教育活動としては医学部学生を対象とした講義
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やポリクリの受け入れに加え、薬学部実習生とし
て年間約40名の病院実務実習生を受け入れて１期
あたり11週間、３期に渡る実習を行っている。ま
た、大学卒業後の薬剤師を病院研修生として毎年
受け入れている。さらに27年度からは薬剤師レジ
デントの採用も開始予定である。

２－２　研究活動
　抗がん剤や生活習慣病薬の薬効薬物動態・遺伝
薬理学的研究や薬物及び脂質トランスポーターの
基礎研究、地域と連携した吸入療法実践に関する
研究など、臨床に則した研究を行っており、平成
22年から平成26年５月までに原著論文等（英文）
30報、（和文）23報、学会発表144件、優秀発表賞
等９件と実績を残している。

３. 業務部門
３－１　調剤、製剤、治験薬管理部門
　医薬分業の推進に伴い、院外処方箋発行率は
平成６年の約30%から83％へと増加し、平成25年
度の院内外来処方箋は31,129枚、入院処方数は
107,986枚となっている。入院調剤室では平成23
年に注射薬自動払出システムを導入し、医療安全・
業務効率の向上を図っている。製剤室では入院患
者に対する高カロリー輸液の無菌調製を行い、感
染リスクの軽減に貢献している。

３－２　病棟業務、薬務、薬品情報部門
　病棟薬剤師業務は近年最も注力している業務の
一つである。平成24年より病棟薬剤業務実施加算
の算定を開始し、迅速な薬剤情報提供や処方提案
を通じてチーム医療に参画している。薬務、薬品
情報部門では、電子カルテ端末から最新の医薬品
情報にアクセスできる電子版医薬品集『Orion』
の作成や、薬剤関連情報を集約した医療従事者向
けポータルサイト『iPic』の公開などのIT化を通
じて、時代に先駆けた医薬品情報の発信を行って
いる。

３－３　化学療法部門
　外来化学療法室併設の薬剤部サテライト部門に
て、休日も含めたすべてのがん化学療法の注射剤
を無菌的に調製している。また、外来化学療法室
で治療を受ける患者に対する面談・指導を通じ、
他の医療スタッフと共同したチーム医療を実施し
ている。

３－４　薬効薬物動態解析部門
　薬効薬物動態解析室では、バンコマイシンなど
42種類の薬剤の血中濃度測定・解析を行っている。
平成24年よりリチウムの院内測定を開始し、リチ
ウム中毒患者へ迅速に対応している。他にも、一
部の医薬品について治療効果・副作用の予測補助
として遺伝子多型（SNPs）の測定を行うなど、ニー
ズに合わせた柔軟な対応を行っている。 

看護部
　平成６年からの病院のあゆみを中心に看護部を
振り返り現状を報告します。
　看護部は、教育病院としての役割を担いながら、
「あたたかい心で、患者さんに満足していただけ
る看護を提供します」に基づいた、質の高い看護
の提供・高度医療を推進できる人材育成に取り組
み、活動しております。

【看護実践力強化への取り組みについて】
　取り組みの一つに、専門認定看護師の育成があ
ります。平成６年においては専門認定看護師０名
でしたが、平成11年に１名誕生、その後平成26年
までに６領域専門認定看護師７名、11領域認定看
護師28名を育成しております。
　専門看護師・認定看護師の活動は、臨床実践力
強化および診療報酬にも大きく貢献しております。
　また、平成19年から臨床能力評価（クリニカル
ラダー）により、質の高い看護提供ができる看護
師の育成ができています。
　なお、平成21年文部科学省大学改革推進事業「看
護師の人材養成システム」に採択され29名の臨床
教育看護師、２名の臨床教育助産師育成と地域の
看護師、看護教員育成ができています。
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【安全な療養環境提供への取り組みについて】
１．再開発への取り組み
　平成15年からの病院再開発事業においては、看
護の専門職としての視点を大切に、患者さんの療
養環境設定や、ベッド等の物品購入にも配慮し療
養環境を整えました。
　また、仮眠室設置やカンファレンス室を設け、
働く人が働きやすい環境にも目を向け活動するこ
とができています。

２．質向上への取り組み
　平成15年・平成20年・平成25年度において受審
した機能評価により、医療者のチーム力が高まり
質の高いケアの提供につながっています。
　一発合格の結果は、看護師長の貢献によるもの
が大きいです。

【働きやすい職場環境への取り組みについて】
　平成19年に７対１看護体制となり、多くの看護
師が確保され二交替勤務体制に変更し、平成19年
には全部署が二交替勤務となりました。
　また、平成22年からはQMN（クオリティー
マネジメントナース）の設置、平成23年からは、
PNS（パートナーナーシングシステム）の導入を
行いケア提供しています。

　そして、平成21年から夜勤専従看護師の配置実
施。短時間労働勤務の導入や学生アルバイトの導
入・平成24年看護補助者の請負及び派遣から大学
採用に変更、平成25年ナースエイド（看護師の業
務支援）の導入等を行い、役割分担推進を進め専
門性を発揮した看護ケアの提供につなげています。
　その他に、他の国立大学病院に先駆けて平成19
年に手術部看護師手当の導入実施、救急部勤務手
当の獲得や夜勤看護師手当の増額等の給与面にお
いても、看護師の働きやすい環境のために努力を
行ってまいりました。
　今後、看護部は、理念に基づいて看護の専門職
として人材育成強化を図り、患者さんに満足いた
だけるケアの提供ができるように看護道を邁進し
てまいります。 （林　周子）
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